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第１ 基本方針 

１ 目的 

愛媛県耐震改修促進計画（以下「県計画」という。）は、「愛媛県防災対策基本条

例」（平成 28 年条例第 33 号、以下「条例」という。）、「愛媛県地域防災計画」及び「建

築物の耐震改修の促進に関する法律」（平成７年 10 月 27 日法律第 123 号。以下

「法」という。）第５条第１項に基づき、地震災害に対する予防対策及び地震発生

時における応急対策の促進を目的とする。 

（１）予防対策 

県内の住宅及び建築物の耐震性能を確保するため、耐震性能の把握を目的と

した耐震診断と、その結果に基づく耐震改修を促進することによって、耐震性

能の向上を図り、今後予想される地震災害に対して県民の生命及び財産の保護

を図る。 

（２）応急対策 

被災した住宅及び建築物の余震等による倒壊、部材の落下等から生じる二次

災害を防止し、県民の安全を確保するため、被災建築物の応急危険度判定を迅

速かつ的確に実施する体制を整備する。 

 

２ 予防対策の推進 

県内のストックの状況及び被害が生じた際の利用者及び周辺への影響を鑑み、

耐震化の促進を図る住宅及び建築物は次のものとし、法の積極的運用及び国庫補助

事業等の活用により推進を図る。 

（１）昭和 56 年５月 31 日以前に建築の工事に着手した旧耐震基準の住宅 

 

（２）法第 14 条第１号から第３号に掲げる建築物であって、昭和 56 年５月 31 日以前

に建築の工事に着手した旧耐震基準のもの（以下「特定建築物」という。） 

    法第 14 条第１号：多数の者が利用する建築物 

    法第 14 条第２号：危険物を貯蔵又は処理する用途に供する建築物 

    法第 14 条第３号：県計画及び市町計画に記載された道路の沿道建築物 

（第５第６項関係） 

 

なお、次に掲げる建築物については、重点的に耐震化の推進を図るものとする。 

（１）木造戸建て住宅 

（２）法附則第３条第１項に規定する要緊急安全確認大規模建築物（第５第４項関係） 

（３）法第５条第３項第１号の規定により県計画に記載する要安全確認計画記載建築

物（第５第５項関係） 

 

【資料編】１：耐震基準について 

 

 

１２－１ 愛媛県耐震改修促進計画 
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３ 応急対策の推進 

応急対策は、県計画に定めるもののほか、判定支援本部業務マニュアル、判定支援

支部業務マニュアル、判定実施本部業務マニュアル、判定協力本部業務マニュアル、判

定士招集連絡マニュアル、判定士業務マニュアルに基づき県、市町及び「愛媛県建築

物耐震改修促進連絡協議会」（以下「協議会」という。）が迅速かつ的確に実施す

るものとする。 

 

【資料編】２：被災建築物応急危険度判定について  

 

 

第２ 想定される地震の規模、想定される被害の状況等 

１ 愛媛県の特徴 

 （１）地形・地質 

愛媛県は四国の北西部に位置し、四国の中央部を東西に走る四国山地と、瀬

戸内海（燧灘、安芸灘、伊予灘）から豊後水道にまたがる海岸線に囲まれた細

長い区域と、瀬戸内海、豊後水道に点在する大小 200 あまりの島々などによっ

て形成されている。 

また、本県の地質は、東西を走る中央構造線を境に、北側に平野が、南側に

四国山地が連なっており、この構造線の北側を内帯、南側を外帯と呼んでいる。 

内帯には、領家帯と呼ばれる領家変成岩類・領家花崗岩類・広島花崗岩類が北部に、

中生代の和泉層群と呼ばれる堆積岩からなる地層が南部に分布している。外帯には、

北から順に三波川帯、秩父帯、四万十帯が帯状構造で分布する。このうち、三波川帯

は、結晶片岩類からなる地層で構成されている。秩父帯は、中・古生代の地層からな

り、主に砂岩、頁岩、粘板岩、チャ－ト、石灰岩、玄武岩質凝灰岩層からなっている。

また、四万十帯は、秩父帯の南側に位置し、砂岩、頁岩の地層からなっている。 

 

（２）中央構造線断層帯 

中央構造線断層帯は、近畿地方の金剛山地の東縁から、和泉山脈の南縁、淡路島南

部の海域を経て、四国北部を東西に横断し、伊予灘に達する長大な断層帯である。県

内における中央構造線断層帯は、徳島県鳴門市から愛媛県伊予市まで四国北部をほぼ

東西に横断し、伊予灘に達している。 

全体として長さは約 290kmで、連続的に分布しており、過去には、複数の区間（セ

グメント）で同時又は分かれて活動したと推定されているが、地表における断

層の形状のみから将来同時に活動する区間を評価するのは困難である。 

 

（３）南海トラフ 

日向灘から駿河湾までの太平洋沿岸を含む南海トラフ沿いの地域では、ここを震源

域として大地震が繰り返し発生していることが知られている。 

南海トラフで発生する地震は、四国や紀伊半島が位置する大陸のプレートと、
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その下に沈み込むフィリピン海プレートの境界面が沈み込むことに伴って、こ

れら２つのプレートの境界面が破壊する（ずれる）ことによって発生する。ま

た、震源域全体がすべることで発生する地震が、「最大クラスの巨大地震（南海

トラフ巨大地震）」であり、この震源域は、過去の地震、フィリピン海プレート

の構造、海底地形等に関する特徴など、現在の科学的知見に基づいて推定され

たものである。最大クラスの地震が発生すれば、震源域の広がりから推定される地震

の規模はＭ9 クラスとなる。 

南海トラフでは、歴史記録によると白鳳（天武）地震（684 年）から現在までの 1,400 

年間に、Ｍ8 クラスの大地震が少なくとも 9 回起きていることが分かっており、既往

の最大規模の地震としては、宝永地震（1707）と安政南海地震（1854）のマグ

ニチュード 8.4 があげられる。 

 

（４）安芸灘～伊予灘～豊後水道 

安芸灘～伊予灘～豊後水道においては、震源域は特定できないものの、主に

西北西に沈み込むフィリピン海プレート内部がずれることによってM6.7～7.4

の大地震が発生する可能性がある。1649 年以降にM6.7～M7.4 の地震が領域内で 6 回

発生しており、代表的な地震は 1905 年の芸予地震（M7.2）、2001 年の芸予地震（M6.7）

である。 

 

２ 想定する地震 

  愛媛県においては、南海トラフを震源域とする南海地震が有史以来 100 年から 150 年

間隔で発生しているほか、伊予灘・日向灘周辺では過去に大規模な地震が発生している。

また、愛媛県を横断する中央構造線断層帯は、国内最大規模の断層であることから、中

央構造線断層帯での地震にも留意する必要がある。このことから、愛媛県地域防災計画

では、想定する地震を【表 2-1】及び【図 2-1】としている。 

 

【表2-1】想定地震 

種類 名 称 
マグニ 

チュード 
地震動 

海
溝
型
地
震 

①南海トラフ巨大地震 9.0 

一部を除く県全域で震度６弱以上になり、

低地では震度６強以上となると想定される。

特に、松山市、宇和島市、八幡浜市、新居浜

市、西条市、大洲市、伊予市、四国中央市、

西予市、松前町、伊方町、鬼北町、愛南町の

平野部の一部で、震度７になると想定され

る。 

②安芸灘～伊予灘～豊後水道の

プレート内地震（北側ケース） 
7.4 

松山市、今治市、八幡浜市、西条市、大

洲市、伊予市、西予市、松前町、伊方町の低

地で震度６弱以上になり、特に、松山市の一

部では震度６強になると想定される。 
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②’安芸灘～伊予灘～豊後水道

のプレート内地震（南側ケース） 

松山市、宇和島市、八幡浜市、大洲市、西

予市、松前町、伊方町、愛南町の低地で震度

６弱以上になる、特に、八幡浜市、西予市、

伊方町の一部では震度６強になると想定さ

れる。 

内
陸
型
地
震 

③讃岐山脈南縁－石鎚山

脈北縁東部の地震 
8.0 

松山市、今治市、新居浜市、西条市、四国

中央市、上島町の低地において広い範囲で震

度６弱以上になり、特に、新居浜市、四国中

央市の一部では、震度７になると想定され

る。 

④石鎚山脈北縁の地震 7.3 

今治市、新居浜市、西条市、四国中央市の

低地は震度６弱以上になり、特に、新居浜市

の一部は震度７になると想定される。 

⑤石鎚山脈北縁西部－伊

予灘の地震 
8.0 

松山市、今治市、八幡浜市、新居浜市、西

条市、大洲市、伊予市、四国中央市、西予市、

東温市、久万高原町、松前町、砥部町、内子

町、伊方町で震度６弱以上になり、特に、西

条市、伊方町の一部では震度７になると想定

される。 

 

 

 

【図2-1】想定地震の発生領域 
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【図 2-2】南海トラフ巨大地震の震度分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 想定される被害の状況 

想定地震の揺れによって想定される建築物等の被害については、地域防災計画

において被害想定（「愛媛県地震被害想定調査結果（最終報告）」（平成 25 年 12 月））

が示されており、その内容は【表 2-2】のとおり。 

 

【表2-2】被害想定結果 

地震名 ①南海トラフ巨大地

震（陸側ケース） 

②安芸灘～伊予灘～

豊後水道のプレート

内地震（北側ケース） 

②’安芸灘～伊予灘

～豊後水道のプレー

ト内地震（南側ケー

ス） 

想定シーン 人的被害：冬深夜 

人的被害以外：冬

18時 

人的被害：冬深夜 

人的被害以外：冬

18時 

人的被害：冬深夜 

人的被害以外：冬

18時 

風速 強風 強風 強風 

建物全壊棟数 建物総数 916,685棟 916,685棟 916,685棟 

揺れ 107,554棟 466棟 335棟 

液状化 10,642棟 5,339棟 4,442棟 

土砂災害 662棟 170棟 172棟 

津波 27,413棟 0棟 0棟 

火災 97,357棟 53棟 44棟 

合計 243,628棟 6,029棟 4,994棟 
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屋外転倒・落下物 ブロック塀等 33,868箇所 4,831箇所 1,715箇所 

自動販売機 389箇所 54箇所 5箇所 

屋外落下物 141,651件 235件 39件 

死者数 建物倒壊 6,210人 27人 5人 

 屋内収容物移動等 うち364人 うち11人 うち2人 

土砂災害 53人 14人 16人 

津波 8,184人 0人 0人 

火災 1,585人 0人 0人 

ブロック塀の倒壊等 0人（冬18時3人） 0人（冬18時1人） 0人（冬18時0人） 

合計 16,032人 41人 21人 

負傷者数 建物倒壊 46,048人 1,513人 524人 

 屋内収容物移動等 うち5,584人 うち306人 うち111人 

土砂災害 66人 17人 20人 

津波 412人 0人 0人 

火災 944人 0人 0人 

ブロック塀の倒壊等 0人（冬18時111人） 0人（冬18時23人） 0人（冬18時6人） 

合計 47,470人 1,531人 544人 

揺れによる要救助者数 自力脱出困難者数 18,516人 138人 11人 

避難者数（避難所内外） 1日後 436,750人 10,493人 4,740人 

1週間後 466,888人 18,150人 8,238人 

1ヶ月後 558,902人 13,894人 5,616人 

仮設住宅必要世帯数 自力再建困難者世帯数 60,013世帯 1,861世帯 893世帯 

エレベーター内閉じ込め 閉じ込め者数 894人 865人 841人 

台数 1,901台 1,816台 1,785台 

人工造成地による建物被害 全壊棟数 97棟 1棟 0棟 

重要施設 使用可能 869施設 2,188施設 2,608施設 

一部制限 1,014施設 567施設 240施設 

支障有 1,024施設 152施設 59施設 

経済被害額 直接被害額 16.15兆円 1.14兆円 0.59兆円 

 建物被害額 うち11.13兆円 うち0.54兆円 うち0.26兆円 

地震名 ③讃岐山脈南縁－石

鎚山脈北縁東部の地

震 

④石鎚山脈北縁の地

震 

⑤石鎚山脈北縁西部

－伊予灘の地震 

想定シーン 人的被害：冬深夜 

人的被害以外：冬

18時 

人的被害：冬深夜 

人的被害以外：冬

18時 

人的被害：冬深夜 

人的被害以外：冬

18時 

風速 強風 強風 強風 

建物全壊棟数 建物総数 916,685棟 916,685棟 916,685棟 

揺れ 28,851棟 15,926棟 19,571棟 

液状化 4,627棟 3,295棟 6,573棟 

土砂災害 50棟 30棟 296棟 

津波 0棟 0棟 0棟 

火災 23,682棟 19,228棟 35,326棟 

合計 57,210棟 38,478棟 61,766棟 

屋外転倒・落下物 ブロック塀等 8,818箇所 6,189箇所 15,923箇所 

自動販売機 96箇所 59箇所 252箇所 
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屋外落下物 44,635件 22,749件 18,413件 

死者数 建物倒壊 1,618人 930人 1,139人 

 屋内収容物移動等 うち113人 うち63人 うち84人 

土砂災害 4人 2人 24人 

津波 0人 0人 0人 

火災 751人 558人 39人 

ブロック塀の倒壊等 0人（冬18時1人） 0人（冬18時1人） 0人（冬18時2人） 

合計 2,374人 1,491人 1,202人 

負傷者数 建物倒壊 10,939人 6,492人 15,686人 

 屋内収容物移動等 うち1,765人 うち9754人 うち1,452人 

土砂災害 5人 3人 30人 

津波 0人 0人 0人 

火災 279人 273人 41人 

ブロック塀の倒壊等 0人（冬18時34人） 0人（冬18時26人） 0人（冬18時65人） 

合計 11,223人 6,705人 15,757人 

揺れによる要救助者数 自力脱出困難者数 5,513人 3,136人 3,943人 

避難者数（避難所内外） 1日後 4,740人 42,642人 77,155人 

1週間後 8,238人 69,538人 165,917人 

1ヶ月後 5,616人 85,093人 157,962人 

仮設住宅必要世帯数 自力再建困難者世帯数 893世帯 9,851世帯 16,835世帯 

エレベーター内閉じ込め 閉じ込め者数 841人 778人 873人 

台数 1,785台 1,360台 1,820台 

人工造成地による建物被害 全壊棟数 0棟 23棟 17棟 

重要施設 使用可能 2,608施設 2,582施設 1,777施設 

一部制限 240施設 206施設 667施設 

支障有 59施設 119施設 463施設 

経済被害額 直接被害額 0.59兆円 2.52兆円 5,02兆円 

 建物 うち0.26兆円 1.69兆円 うち3.18兆円 

 

【資料編】３：想定される地震の規模、想定される被害の状況等 
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第３ 耐震化の現状 

１ 住宅 

平成 15 年住宅・土地統計調査によると、居住世帯のある住宅約 55 万７千戸の

うち、昭和 55 年以前に建築された住宅は約 25 万３千戸であり、耐震適合率の全

国値を用いて耐震化率を推計すると、県内の住宅の耐震化の状況は約 67.4％と、

全国平均（約 75％）を下回る水準であった。 

また、平成 20 年住宅・土地統計調査によると、居住世帯のある住宅約 57 万４

千戸のうち、昭和 55 年以前に建築された住宅は約 23 万９千戸であり、耐震適合

率の全国値を用いて耐震化率を推計すると、県内における住宅の耐震化の状況は

約 71.4％と、全国平均（約 79％）を下回る水準であった。 

同様に、平成25年住宅土地統計調査によると、居住世帯のある住宅約57万９千

戸のうち、昭和55年以前に建築された住宅は約21万５千戸であり、耐震適合率の

全国値を用いて耐震化率を推計すると、県内における住宅の耐震化率の状況は約

75.0％と、全国平均（約82％）を下回る水準であった。 

平成30年住宅土地統計調査によると、居住世帯のある住宅約58万1千戸のうち、

昭和55年以前に建築された住宅は約18万2千戸であり、耐震適合率の全国値を用い

て耐震化率を推計すると、県内における住宅の耐震化率の状況は【表3-1】のとお

りであり、約81.3％と、全国平均（約87％）を下回る水準となっている。 

 

【表3-1】住宅の耐震化の推計（平成30年度央） 

区分 

昭和 56 年 

以降の住宅 

① 

昭和 55 年以前の 

住宅② 

住宅数 

④ 

（①+②） 

耐震性有 

住宅数 

⑤ 

（①+③） 

現状の 

耐震化率 

（％） 

⑤/④ 
  うち耐震性有 

③ 

木造戸建 219,129 
142,471 

361,600 267,635 74.0％ 
  48,506 

共同 

住宅等 
180,252 

39,548 
219,800 204,976 93.3％ 

 24,723 

合計 399,381 
182,019 

581,400 472,611 81.3％ 
 73,229 

２ 多数の者が利用する建築物等 

平成 17 年度に実施した建築物の状況調査の結果によると、県内における法第 14

条第１号及び第２号に掲げる建築物（以下「多数の者が利用する建築物等」とい

う。）の耐震化の状況は、全体の 6,685 棟のうち昭和 56 年 5 月以前に建築された

ものは 2,969 棟あり、そのうち耐震性があるとされるものは 325 棟と、１割程度

に過ぎず、昭和 56 年 6 月以降に建築された 3,716 棟と合わせて、耐震性があると

されるものは 4,041 棟、耐震化率は 60.4％と全国平均（約 75％）を下回っていた。 

また、平成 21 年度に実施した建築物の状況調査の結果によると、多数の者が利

用する建築物等の耐震化の状況は、全体の 7,058 棟のうち昭和 56 年 5 月以前に建



- 9 - 

築されたものは 2,996 棟あり、そのうち耐震性があるとされるものは 579 棟と、

２割程度に過ぎず、耐震化率は 65.7％と全国平均（約 80％）を下回っていた。 

同様に、平成 27 年度に実施した建築物の状況調査の結果によると、多数の者が

利用する建築物等の耐震化の状況は、全体の 7,041 棟のうち昭和 56 年 5 月以前に

建築されたものは 2,722 棟あり、そのうち耐震性があるとされるものは 1,011 棟

と、約４割弱で、耐震化率は 75.7％と全国平均（約 85％）を下回っていた。 

令和2年度末時点における、多数の者が利用する建築物等の耐震化の状況は【表

3-2】及び【表3-3】のとおりであり、全体の7,358棟のうち昭和56年5月以前に建

築されたものは2,515棟あり、そのうち耐震性があるとされるものは1,091棟と、

平成27年度末時点に比べると、耐震化はある程度進んでいるものの、耐震化率は

80.6％に留まっており、県内の法第14条第１号に掲げる多数の者が利用する建築

物（以下「多数の者が利用する建築物」という。）に限っても、耐震化率は82.4％

と、全国平均（約89％）を下回る水準となっている。 

 

【表3-2】多数の者が利用する建築物等の耐震化の現状（令和2年度末） 

区分 

昭和 56 年６月 

以降の建築物

棟数 

① 

昭和 56 年５月 

以前の建築物棟数② 

建築物数棟数 

④ 

（①+②） 

耐震性有 

建築物棟数 

⑤ 

（①+③） 

現状の 

耐震化率 

（％） 

⑤/④ 
  うち耐震性有 

③ 

法第14条 

第１号 
4,413 

2,254 
6,667 5,492 82.4％ 

 1,079 

法第14条 

第２号 
430 

261 
691 442 64.0％ 

 12 

合計 4,843 
2,515 

7,358 5,934 80.6％ 
 1,091 
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【表3-3】多数の者が利用する建築物等の耐震化の現状（所有者別）（令和2年度末） 

 

３ 耐震診断義務付け対象建築物 

法第７条に規定にする要安全確認計画記載建築物及び法附則第３条第１項に規定す

る要緊急安全確認大規模建築物（以下「耐震診断義務付け対象建築物」という。）

の耐震化の状況は、【表 3-4】のとおりであり、令和 2年度末時点の耐震化率は 79.5％

となっている。 

 

【表 3-4】耐震診断義務付け対象建築物の耐震化の現状（令和 2 年度末） 

区分 

耐震性有 

① 

耐震性 

不十分 

② 

建築物 

棟数 

③ 

（①+②） 

現状の 

耐震化率 

（％） 

①/③ 

耐震診断義務付け

対象建築物 
171 44 215 79.5％ 

 

 

 

区分 

昭和 56 年６月 

以降の建築物

棟数 

① 

昭和 56 年５月 

以前の建築物棟数② 

建築物棟数 

④ 

（①+②） 

耐震性有 

建築物棟数 

⑤ 

（①+③） 

現状の 

耐震化率 

（％） 

⑤/④ 
  うち耐震性有 

③ 

法第14条 

第１号 

（公共） 

1,308 
1,000 

2,308 2,143 92.9％ 
 835 

法第14条 

第１号 

（民間） 

3,105 
1,254 

4,359 3,349 76.8％ 
 244 

小計 4,413 
2,254 

6,667 5,492 82.4％ 
  1,079 

法第 14条

第２号 

（公共） 

6 
1 

7 6 85.7％ 
 0 

法第 14条

第２号 

（民間） 

424 
260 

684 436 63.7％ 
 12 

小計 430 
261 

691 442 64.0％ 
 12 

合計 4,843 
2,515 

7,358 5,934 80.6％ 
 1,091 
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第４ 耐震化の目標 

１ 減災対策の効果 

減災効果がある防災への取組は多数あるが、愛媛県地震被害想定調査結果（最終報告）

では、県内で人的被害が最大となる南海トラフ巨大地震（陸側ケース）を例とし、今後

の防災への取組がどの程度の減災効果を及ぼすかを試算している。（想定シーンは、人的

被害以外を冬 18 時強風、人的被害を冬深夜強風） 

 

（ １ ）住宅及び建築物の耐震性の強化 

県内の住宅の耐震化率は、現状（平成 30 年度央）で約 81.3％となっている。旧耐震

基準の住宅及び建築物が、建て替えや耐震化により全て耐震性が強化された場合には、

揺れによる全壊棟数は 107,554 棟から 10,831 棟に軽減され、約 10 分の 1 となる。さ

らに、耐震化を行えば、住宅及び建築物の倒壊による火気器具・電熱器具からの出火

を防ぐことができるほか、倒壊して自力脱出が困難となることや、延焼拡大時に避難

路を防ぎ避難を困難となることも防ぐことができることから、倒壊・火災による死者

数は 7,431 人から 401 人に軽減され、約 19 分の１となる。 

加えて、住宅及び建築物の被害が減ることにより、地震後も自宅に留まることが可

能となり、１日後の避難所における避難者も 277,786 人から 173,755 人に軽減され、

約 5 分の 3 となる。 

 

（ ２ ）家具等の転倒・落下防止対策の強化 

全国の家具等の転倒・落下防止対策実施率である約 26.2％を基に被害を想定し、こ

の実施率を 100％にすることで、死者数は 364 人から 99 人に軽減され、約 7 分の 2 と

なる。さらに、屋外に迅速に避難することも可能となることから、津波から避難する

ためにも、家具等の転倒・落下防止対策を行うことが重要となる。 

 

（ ３ ）津波避難の迅速化 

地震発生後、全員が迅速に避難すれば、20％の人が迅速に避難する場合と比較する

と、死者数は約 9 分の 2 に軽減できる。 

 

（ ４ ）直接被害額の軽減 

住宅及び建築物の耐震化率を 100％とすれば、全壊棟数、半壊棟数が軽減することに

よる直接被害額の軽減の減災効果が及び、直接被害額は 16.２兆円から 8.1 兆円に軽減

され、約 2 分の 1 となる。 
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（ ５ ）建物耐震化、津波避難意識向上による被害軽減イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【資料編】４：防災・減災の評価 

 

２ 目標の設定 

南海トラフ巨大地震が発生すれば、これまでに経験したことがない規模の被害を受け

ることとなるが、耐震化や早期避難等、対策を講じることによって被害は激減すること

を十分理解し、平時からしっかり備えることが必要である。 

また、施設等や経済的な被害については、被害ゼロを目標にすることは現実的でなく、

被害の拡大を少しでも抑えることができるよう各々が対応できることを見極め備えてお

くことが重要である。 

 

このことから、住宅及び多数の者が利用する建築物、耐震診断義務付け対象建築物の

耐震化における目標は、現在の耐震化の状況を鑑みて【表 3-5】、【表 3-6】、【表 3-7】の

とおりとする。 

 

住宅の耐震化率については、将来の既存住宅の滅失及び新規住宅建設の推移や

耐震診断結果及び耐震改修実績による既存住宅の耐震性能確保戸数の推計、また、

耐震改修実績から推計する今後の施策効果等を踏まえ、現状の耐震化率約81.3％

を令和7年度末には90％、令和12年度末には95％とすることを目標とする。（「愛
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媛県住生活基本計画」（令和４年３月策定）による） 

また、多数の者が利用する建築物については、現状の耐震化率 82.4％を令和 7

年度末には 90％とすることを目標とする。 

さらに、耐震診断義務付け対象建築物については、現状の耐震化率 79.5％を令和 7 年

度末には 90％とすることを目標とする。 

 

これらの目標の達成には、耐震改修、改築、除却等の方法により耐震化の推進

が望まれる。耐震性の無い住宅については各年度７千戸程度、多数の者が利用す

る建築物については各年度100棟程度、耐震診断義務付け対象建築物については、

各年度５棟程度の耐震化を図ることが必要となる。 

特に、多数の者が利用する建築物のうち、学校、病院、庁舎等については、地

震災害が発生した場合において避難場所になるなど、防災上重要な公共的建築物

であるが、現況の耐震化率は【表 3-8】１から３のとおりとなっている。また、公

営住宅の現況の耐震化率は【表 3-8】の４のとおりとなっている。 

 

【表3-5】住宅の耐震化の目標 

区分 
計画策定時 

（H15 年度央） 

過去の状況 

（H25 年度央） 

現状 

（H30 年度央） 

耐震化の目標 

（R7 年度末） 

耐震化の目標 

（R12 年度末） 

住宅 総数 557,100 戸 579,000 戸 581,400 戸 585,000 戸 587,400 戸 

 うち耐震性有 
375,300 戸 

（67.4％） 

434,200 戸 

（75.0％） 

472,611 戸 

（81.3％） 

526,500 戸 

(90.0%) 

558,030 戸 

(95.0%) 

 
うち耐震性無 

（未確認を含む） 

181,800 戸 

（32.6％） 

144,800 戸 

（25％） 

108,789 戸 

（18.7％） 

58,500 戸 

(10.0%) 

29,370 戸 

(5.0%) 

 

【表3-6】多数の者が利用する建築物の耐震化の目標 

区分 
計画策定時 

（H17 年度末） 

過去の状況 

（H27 年度末） 

現状 

（R2 年度末） 

耐震化の目標 

（R7 年度末） 

法第 14 条第１号 総数 6,127 棟 6,349 棟 6,667 棟 6,985 棟 

  うち耐震性有 3,777 棟（61.6％） 4,900 棟（77.2％） 5,492 棟（82.4％） 6,286 棟(90.0%) 

  

うち耐震性無 

（未確認を含む） 
2,350 棟（38.4％） 1,449 棟（22.8％） 1,175 棟（17.6％） 699 棟(10.0%) 

 

【表3-7】耐震診断義務付け対象建築物の耐震化の目標 

区分 
現状 

（R2 年度末） 

耐震化の目標 

（R7 年度末） 

耐震診断義務付け対象建築物 総数 215 棟 215 棟 

  うち耐震性有 171 棟（79.5％） 194 棟(90.0%) 

  うち耐震性無 44 棟（20.5％） 21 棟(10.0%) 
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【表3-8】法第14条第１号のうち各用途別公共的建築物の耐震化の現状（棟ベース） 

施設名 
計画策定時 

（H17 年度末） 

過去の状況 

（H27 年度末） 

現状 

（R2 年度末） 

１ 学校 45.2％ 88.8％ 94.0％ 

２ 病院 60.5％ 69.4％ 79.1％ 

３ 庁舎、公益上必

要な建築物 
53.2％ 73.5％ 82.7％ 

４ 公営住宅 80.1％ 91.8％ 96.3％ 

 

第５ 住宅・建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るための施策 

１ 住宅及び建築物の所有者等、県、市町の役割等 

  住宅及び建築物の所有者等、県、市町の役割等については、条例に定めるもの

のほか、次のとおりとする。 

 （１）住宅及び建築物の所有者等（所有者、管理者又は占有者をいう。以下同じ。）

の役割 

   住宅及び建築物の耐震化は、倒壊した場合にその居住者のみならず周囲の敷

地及び沿道にも被害をもたらす危険性を取り除く地域防災対策であり、まずは

住宅・建築物の所有者等が、それを自らの問題、地域の問題として認識し取り

組む。 

 

 （２）県の役割 

県は、住宅及び建築物の所有者等の取組みや市町の取組みを支援するため、

耐震診断、耐震改修を行いやすい環境整備等を行い、必要に応じ、市町が実施

する耐震診断及び耐震改修等に対する補助事業に対して助成を行う。 

また県、市町、公益社団法人愛媛県建築士会、一般社団法人愛媛県建築士事

務所協会、一般社団法人愛媛県建設業協会、一般社団法人愛媛県中小建築業協

会及び株式会社愛媛建築住宅センター（以下「建築関係団体等」という。）で

組織する「協議会」において、地震災害に対する予防対策及び応急対策の推進

を図る。加えて、県が管理する施設については、県有財産管理推進本部のもと、

計画的に耐震化を進め、自ら耐震性の確保に努めることとする。 

 

（３）市町の役割 

市町は、住民にもっとも身近な行政主体として、住宅及び建築物の計画的な

耐震化を推進するため、市町耐震改修促進計画（以下、「市町計画」という。）

に、地域の実情に応じた施策を定めることとし、必要に応じて、耐震診断、耐

震改修等に対する助成を行い、耐震化を推進する。   

また、自主防災組織や地域住民と連携した取組みの展開が期待される。加え

て、市町が管理する施設について、計画的に耐震化を進め、自ら耐震性の確保

に努めることとする。 
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（４）県、市町及び協議会の連携 

協議会の構成員である県、市町及び建築関係団体等は、「県計画」の実施に

あたっては、連絡調整を図りながら協力して効果的な推進を図るものとする。 

 

２ 耐震診断及び耐震改修の促進を図るための支援策 

（１）住宅の耐震化の促進について 

・ 市町は、国庫補助事業等を活用して、耐震診断及び耐震改修等に対する助

成を行い、住宅の耐震化を推進する。また、県と協力して、別に定める住宅

耐震化緊急促進アクションプログラム（県及び市町共同策定）に基づく取組

みを実施する。 

・ 県は、既存住宅の耐震診断及び耐震改修等の普及を図るため建築関係団体

等と協力し毎年講習会を開催し、耐震診断技術者等の育成を図るとともに、

県内500事務所程度を目標に、耐震診断事務所の登録を行う。 

・ 県及び協議会は、市町が「愛媛県木造住宅耐震診断マニュアル」に基づく

「木造住宅耐震診断事業」及び「愛媛県木造住宅耐震改修マニュアル」に基づ

く「木造住宅耐震改修事業」等を実施する場合、技術的な支援を行う。 

・ 協議会は、補助事業を活用して行われた耐震改修等の事例集の作成等を行

い、補助事業の利用促進に努めることとする。 

・ 県は老朽木造住宅に対して、地域材を利用した木造住宅の建設・購入資金

に対し利子補給を行い、建替えによる住宅の耐震化を推進する。 

 

【資料編】５：木造住宅の耐震改修方法について 

【資料編】６：木造住宅の耐震化への支援 

 

【参考】 

※木造住宅の耐震化について 

https://www.pref.ehime.jp/h41000/5747/taishin/taishin.html 

※耐震改修事例集（民間木造住宅耐震化促進事業） 

https://www.pref.ehime.jp/h41000/5747/taishin/jirei.html 

※地域材利用木造住宅利子補給制度について 

https://www.pref.ehime.jp/h41000/5747/rishihokyu/rishihokyu.html 

 

（２）建築物の耐震化の促進について 

・ 法第２条第３項に規定する所管行政庁（以下「所管行政庁」という。）は、

法に基づき、所管する特定建築物に対する耐震診断及び耐震改修の現状の把

握並びに指導等を行う。 

・ 県及び市町は、県計画及び市町計画に位置付けられた特定建築物及び避難

所等、災害時に重要な機能を果たす建築物、災害時に多数の者に危険が及ぶ
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おそれのある建築物について、国庫補助事業等を活用し、耐震化を促進する。 

・ 市町は、国庫補助事業等を活用して、法附則第３条第１項に規定する要緊

急安全確認大規模建築物の耐震診断及び耐震改修等に対して助成を行い、耐

震化を推進する。 

・ 県は、既存建築物の耐震診断及び耐震改修等の普及を図るため建築関係団

体等と協力し、講習会を開催するなど、耐震診断技術者等の育成を図る。 

 

【資料編】７：要緊急安全確認大規模建築物の耐震化への支援 

 

【参考】 

※建築物の耐震化について 

https://www.pref.ehime.jp/h41000/taishin/taishin-top.html 

 

３ 安心して耐震改修を行うことができるようにするための環境整備 

（１）愛媛県住宅リフォーム支援事業 

県は、金融機関、リフォーム事業者と連携し、県民の円滑な住宅リフォーム

を支援するため、リフォームかし保険を利用した工事を行う際の資金について、

優遇措置を講じる金融機関を紹介する「リフォーム融資紹介事業」 及び「リ

フォーム相談・情報提供サービス」の２つの事業を柱とする「住宅リフォーム

支援事業」を実施する。 

 

（２）暮らしと住まいフェア開催事業 

県は、安全で快適な生活ができる住まいづくりを進め、良質なストックの形

成や良好な住環境の整備を図ることを目的に、住宅に関する情報提供や啓発を

内容とした「暮らしと住まいフェア」を開催する。 

 

（３）住まいの地震対策講座・戸別訪問 

県は、住宅の地震対策、県民の防災意識向上のために各市町が開催する自主

防災研修会や防災フェア、地区公民館等に出向き、過去の地震被害のことや住

宅の耐震診断及び耐震補強工事の方法等の住まいの地震対策について講習を実

施するとともに、住宅の耐震化を緊急的に促進するため、市町や建築関係団体

等と連携し、県内全市町において、戸別訪問を実施し、耐震化の重要性等につ

いて直接説明を行う。 

【参考】 

※愛媛県住宅リフォーム支援事業 

https://www.pref.ehime.jp/h41000/5747/reform/index.html 

※えひめ暮らしと住まいフェア 

https://www.pref.ehime.jp/h41000/housing-fair/top.html 
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４ 要緊急安全確認大規模建築物に関する事項 

（１）耐震診断の義務 

   法附則第３条第１項の規定により、要緊急安全確認大規模建築物の所有者等

は、当該建築物について耐震診断を行い、その結果を平成 27 年末までに所管行

政庁に報告し、耐震診断の結果、耐震性がないとされたものについては、耐震

改修を行うように努める必要がある。 

 

（２）耐震診断の結果の公表 

所管行政庁は、要緊急安全確認大規模建築物の所有者等から報告を受けた当

該建築物の耐震診断の結果について、インターネット等により公表している。 

※愛媛県所管分については、平成 28 年 10 月 31 日に愛媛県ホームページで 

公表を行っている。 

https://www.pref.ehime.jp/h41000/taishin/kouhyou.html 

※県内の所管行政庁も、それぞれのホームページにて公表している。 

 

５ 要安全確認計画記載建築物に関する事項 

（１）指定及び耐震診断の義務 

愛媛県地域防災計画では、災害対策拠点・交通拠点・災害拠点病院等の災害対応を

円滑に実施するための交通輸送路として緊急輸送道路を定めているが、この緊急輸送

道路については、発災後、計画的に交通輸送を確保（啓開）するために策定している

「愛媛県道路啓開計画」において、連絡する施設の災害対応の重要度に応じて、ステッ

プⅠ・Ⅱ・Ⅲの三段階で啓開する順番を定めている。 

上記、道路啓開計画において、早期に啓開される路線に接続する施設は、当然、災

害時の支援や救援の指揮系統において重要となる施設であり、交通輸送が確保された

としても、施設が損傷すれば災害対応に多大な影響を与えることから、地震に対する

安全性を確保する必要がある。 

 

このことから、道路啓開計画のステップⅠ及びⅡで啓開される路線で結ばれる次に

掲げる用途の建築物であって、地震に対する安全性に係る建築基準法又はこれに

基づく命令若しくは条例の規定に適合しない建築物で建築基準法第３条第２項

の規定の適用を受けているもの（その地震に対する安全性が明らかでないもの

として令第３条に規定する建築物に限るものとし、要緊急安全確認大規模建築

物であるものを含むものとする。）を、法第５条第３項第１号に規定する要安全

確認計画記載建築物に指定し、その所有者等は、当該建築物について耐震診断

を行い、その結果を平成 30 年３月 31 日（要緊急安全確認大規模建築物にあっ

ては、平成 27 年末）までに所管行政庁に報告しなければならない。ただし、報

告期限内に当該建築物の解体が実施された場合等は、その旨を報告することに

より、耐震診断結果の報告は不要とする。 

また、耐震診断の結果、耐震性がないとされたものについては、耐震改修を
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行うように努める。 

一 県庁舎 

二 市役所・町役場 

三 市町総合支所 

四 国土交通省事務所 

五 警察庁舎 

六 消防庁舎 

七 災害拠点病院 

 

【資料編】８：要安全確認計画記載建築物一覧 

【資料編】９：愛媛県道路啓開計画 

 

（２）耐震診断の結果の公表 

所管行政庁は、要安全確認計画記載建築物の所有者から報告を受けた当該建

築物の耐震診断の結果について、インターネット等により公表する。 

また、県は（１）に掲げる用途の建築物の耐震化の状況について、インターネッ

ト等により公表している。 

※愛媛県所管分については、平成 30 年 11 月 30 日に愛媛県ホームページで 

公表を行っている。 

https://www.pref.ehime.jp/h41000/youanzen-sindankekka.html 

※県内の所管行政庁も、それぞれのホームページにて公表している。 

 

６ 地震発生時に通行を確保すべき道路に関する事項 

緊急輸送道路は、主要な都市間及び他県と連絡する広域的な幹線道路等である一次緊

急輸送道路と一次緊急輸送道路を補完する道路である二次緊急輸送道路に分けられるが、

これら一次緊急輸送道路及び二次緊急輸送道路は、沿道の建築物が地震によって倒壊す

ることにより、交通輸送が妨げられ、市町の区域を越える相当多数の者の円滑な避難

が困難となること等を防止する必要があることから、法第５条第３項第３号に基づく道

路に指定し、沿道建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図る。 

また、発災後、早期に啓開すべき路線である愛媛県道路啓開計画のステップⅠ及びⅡ

（高速道路を除く。）の路線に接する敷地内にある法 14 条第１項第１号の特定既存耐震不

適格建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図る。 

 

【資料編】10：緊急輸送道路  

 

７ 地震時の総合的な安全対策に関する事項 

（ １ ）家具の転倒対策 

県及び市町は、タンス、食器棚、冷蔵庫等の転倒による事故の防止及び安全対策等、

家庭における防災対策に関する知識等を周知、指導する。 
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（２）窓ガラス・外壁等落下危険物等の飛散・落下防止 

県及び市町は、多数の人が通行する市街地の道路等に面する建物の窓ガラ

ス・落下危険物等の飛散・落下の危険性のある建築物の所有者等に対し、事故

の防止及び安全対策等を周知、指導する。（参考：条例第 10 条第２項） 

 

（３）ブロック塀の倒壊・自動販売機の転倒防止 

地震によりブロック塀が崩壊した場合、死傷者が出るおそれがあるだけでな

く、避難や救助・消火活動に支障が出る可能性があることから、県及び市町は、

ブロック塀の設置者又は管理者に対し、安全なブロック塀の築造方法、既存ブ

ロック塀の補強方法及びフェンスや生垣への転換等について周知、指導を行う

こととし、別に定める災害時の重要な避難路等については、ブロック塀の安全

確保を推進することとする。 

また、同様に自動販売機についても、安全な設置方法について、周知、指導

する。 

（参考：条例第 10 条第３項） 

 

（４）既設エレベーターの防災対策   

地震時における閉じ込めや戸開走行事故に対する既設エレベーターの安全確

保を図るため、重点的に取り組む区域として県内全域を指定し、建築基準法第

２条に規定する特定行政庁（以下「特定行政庁」という。）は、建築基準法に

よるエレベーターの定期調査報告の機会等をとらえ、現行基準に適合しないエ

レベーターが設置された建築物の所有者等に対して、事故のリスク等を周知し、

安全性の確保を指導すると共に、地震の初期微動を感知して最寄りの階に停止

する装置（P波感知型地震時管制運転装置）の設置、主要機器の耐震補強措置、

及び戸開走行保護装置の設置の導入促進に取り組む。 

 

（５）天井脱落防止対策 

東日本大震災では、体育館、劇場、商業施設、工場などの大規模空間を有す

る建築物の天井について、比較的新しい建築物も含め、脱落する被害が多くみ

られたことから、特定行政庁は、建築基準法による定期調査報告等を活用して状況

把握に努め、劇場、避難所等震災時の安全確保・機能確保が特に必要な施設等につい

て、天井の脱落防止対策の促進に取り組む。 

 

（ 6）屋根ふき材の脱落防止対策 

地震時に屋根ふき材が脱落・飛散した場合に、周辺建築物や通行人に被害を

及ぼす可能性があることから、基準風速（※）３４m/s の地域を重点的に取り組

む区域として指定し、県及び市町は、当該地域における屋根ふき材の脱落防止

対策を推進することとする。  

（※）平成１２年建設省告示第１４５４号第２に規定する基準風速 
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【参考】 

※すまいのしおり 

https://www.pref.ehime.jp/h41000/5747/shiori/shiori.html 

※自宅の家具転倒防止対策について 

https://www.pref.ehime.jp/h15350/7258/chair/index-chair3.html 

※既設昇降機への安全装置（戸開走行保護装置・地震時管制運転装置）の設置

に関するお願いについて 

https://www.pref.ehime.jp/h41000/syoukouki.html 

 

８ 地震に伴うがけ崩れ等による建築物の被害の軽減対策 

地震に伴うがけ崩れ等による住宅・建築物の被害を防止するため、安全な場所

への移転や、造成された宅地の崩壊防止対策を推進する。 

（１）がけ地近接等危険住宅移転事業 

市町は、危険ながけ付近に建築された住宅の所有者等に対し、「がけ地近接

等危険住宅移転事業の周知・啓発を行い、移転等を促進する。 

 

（２）住宅宅地基盤特定治水施設等整備事業 

大規模地震等により宅地が被害を受け、緊急輸送道路を閉塞させるなどの土

砂災害を起すおそれが認められる場合は、「住宅宅地基盤特定治水施設等整備

事業」の活用を検討する。 

 

第６ 住宅・建築物の地震に対する安全性の向上に関する啓発及び知識の普及 

１ 地震ハザードマップについて 

愛媛県では、想定できる地震が発生した場合の人的被害や建物倒壊被害、火災

被害などについて予測を行い、地震による地域の危険性を事前に把握するととも

に、今後の防災対策の推進に反映させることを目的に、「愛媛県地震被害想定調

査」が行われ、想定の地震動による想定震度分布図などがインターネットによっ

て公開されている。 

  なお、市町においては、個々の建築物の所在地を識別可能とする程度な地震防

災マップの作成に努め、作成した際は、遅滞なく、インターネット等により公開

することが望まれる。 

 

【参考】 

※愛媛県地震被害想定調査結果（第一次報告）（平成25年6月10日） 

https://www.pref.ehime.jp/bosai/higaisoutei/higaisoutei24.html 

※愛媛県地震被害想定調査結果（最終報告）（平成25年12月26日） 

https://www.pref.ehime.jp/bosai/higaisoutei/higaisoutei25.html 

 

２ 相談体制の整備及び情報提供について 
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（１）法の普及・啓発 

県及び市町は、建築技術者や建築物の所有者等に対し、法の周知に努めると

ともに、既存建築物の耐震診断と改修に関する普及・啓発に努めることとする。 

 

（２）相談窓口の設置 

県及び市町は、既存建築物の耐震診断と改修について、県民に正しい情報を

提供するため、相談窓口を開設することとする。 

 

３ リフォームにあわせた耐震改修の誘導 

  県は、愛媛県住宅リフォーム支援事業を推進するとともに、暮らしと住まいフ

ェアの開催によるリフォーム相談の機会などを活用し、リフォーム時における耐

震改修の誘導に努める。 

  また、平成12年以前に建築された住宅の中には、筋かいの端部や柱頭、柱脚の

固定が不十分な場合があることから、リフォームで壁仕上げをはがすときは、既

存の筋かい、柱頭・柱脚の接合部の仕様を確認し、固定が不十分な場合は補強す

る等、リフォーム時における耐震改修の誘導について、事業者向け講習会、県民

向け耐震講座等様々な機会を利用し普及・啓発に努める。 

 

４ 自主防災組織等との連携 

県及び市町は、建築物防災週間等の機会を活用し、自主防災組織や住民等に対

する周知、啓発及び連携に努める。 

 

 

第７ 所管行政庁による指導、助言及び指示並びに特定行政庁との連携 

１ 耐震改修促進法による指導等について 

（１）耐震診断義務付け対象であることの周知 

  耐震診断義務付け対象建築物については、所管行政庁は、その所有者等に対し

て、所有又は管理する建築物が耐震診断の実施及び耐震診断結果の報告義務の対

象建築物となっている旨の十分な周知を行い、その確実な実施を図る。 

 

（２）指示対象であることの周知 

  所管行政庁は、法第15条第２項に規定する特定既存耐震不適格建築物（以下「指

示対象建築物」という。）の所有者等に対して、所有又は管理する建築物が指示

対象である旨の周知を図る。 

 

（３）指導・助言 

所管行政庁は、耐震既存不適格建築物の所有者等に、パンフレットの配布、

インターネットによる情報発信等により、耐震診断、耐震改修の必要性に関す

る啓発を行い、これらの対策を行うよう指導する。 
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あわせて、対策の実施方法について、相談窓口等で相談に応じる方法で助言

を行う。 

 

（４）耐震診断義務付け対象建築物及び指示対象建築物に関する指示 

所管行政庁は、耐震診断義務付け対象建築物及び指示対象建築物の所有者等

に対し、状況に応じ法第13条第１項（附則第３条第３項において準用する場合

を含む。）及び第15条第４項に基づく安全性に関しての報告の請求及び立入検

査を行い、その結果を踏まえ、必要に応じ耐震診断を行うよう指示を行う。 

また、耐震診断の結果、十分な耐震性が確保されていない場合については、

耐震改修を行うよう指示を行う。 

指示の方法は、原則として口頭による耐震診断、耐震改修の実施の指示を行

う。これに対し、実施を促しても相当期間協力が得られない場合、実施すべき

事項を明示した文書を交付する。 

 

（５）指示に従わない場合の公表 

   所管行政庁は、耐震診断義務付け対象建築物及び指示対象建築物の所有者等

が、耐震診断や耐震改修の実施に関する文書による指示に従わない場合、当該

所有者等に対し事情聴取を行う。これにより、正当な理由がないと判断された

場合、法第12条第２項（附則第３条第３項において準用する場合を含む。次項

において同じ。）及び第15条第２項に基づき、指示に従わない旨の公表を行う

ことを当該所有者等に通知し、公表することが妥当と判断された場合、所管行

政庁は、ホームページ等で公表を行う。 

   この場合の正当な理由とは、除却や用途廃止の計画がある場合や、耐震診断・

耐震改修の実施計画が策定され計画的な実施が見込まれる場合等、やむを得な

いと認められる場合とし、当該実施計画等を検討し判断する。 

 

 

２ 建築基準法による勧告又は命令等の実施 

  特定行政庁は、所管行政庁が法第12条第２項及び法第15条第２項に基づく公表

を行ったにも関わらず、当該建築物の所有者等が耐震改修等を行わない場合で、

かつ建築物の敷地及び構造耐力上主要な部分がそのまま放置すれば著しく保安上

危険となるおそれがあると認められる場合については、建築基準法第10条の規定

に基づく勧告及び命令等の措置を行う。 

 

第８ その他必要な事項 

１ 市町が定める耐震改修促進計画に関する事項 

市町は、法第６条第１項の規定により、市町計画の策定に努めることとなって

いるが、住宅及び建築物の計画的な耐震化を図る上では、市町計画の策定が必要

である。このため県は、市町による市町計画の早期策定を促進するため、助言や 
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情報提供等の支援を行うこととする。 

市町には、平成18年１月25日国土交通省告示第184号「国の基本方針」及び県計

画を勘案し、地域固有の状況を配慮し、平成17年３月に中央防災会議において決

定された地震防災戦略を踏まえ、下記の内容等を勘案した市町計画を策定するこ

とが望まれる。 

なお、平成20年４月までに全ての市町で計画が策定されたが、市町は、耐震化

の進捗状況や新たな施策の実施等にあわせて、適宜、市町計画の見直しを行い、

遅滞なく、これを公表する。 

（１）住宅及び多数の者が利用する建築物の耐震化目標の設定 

（２）地震防災マップの作成 

（３）自主防災組織等を活用した地域住民との連携による啓発活動等 

（４）県計画と連携した緊急輸送道路及び市町地域防災計画を踏まえた避難路等の指 

定 

 

２ 「被災建築物応急危険度判定」の実施計画 

（１）目的 

地震により多くの建築物が被害を受けた場合、余震等による建築物の倒壊、

部材の落下等から生じる二次災害を防止し、住民の安全の確保を図るため、被

災建築物応急危険度判定に関し必要な事項を定めることにより、その的確な実

施を確保することを目的とする。 

 

（２）定義 

  この実施計画において、次の各項に掲げる用語の定義は、それぞれ各号に定め

るところによる。   

①被災建築物応急危険度判定（以下「判定」という。） 

余震等による被災建築物の倒壊、部材の落下等から生じる二次災害を防止し、

住民の安全の確保を図るため、建築物の被害の状況を調査し、危険度の判定、

表示等を行うことをいう。 

②応急危険度判定士（以下「判定士」という。） 

前項の判定業務に従事する者として、各都道府県地震被災建築物応急危険度

判定士資格認定制度要綱に基づき知事の認定を受けた者をいう。 

③応急危険度判定コーディネーター 

判定の実施に当たり、判定実施本部、判定支援本部及び災害対策本部と判定

士との連絡調整に当たる行政職員及び判定業務に精通した県内の建築関係団

体等に属する者をいう。 

  

（３）震前対策 

① 市町は、判定の的確な実施を図るため、実施計画、判定実施本部業務マニュアルに

おいて次の事項を定めるものとする。 
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（イ）判定実施の決定 

（ロ）判定実施本部の設置 

（ハ）判定の実施に関する県との連絡調整等 

（二）判定対象区域、対象建築物の決定等の基準 

（ホ）応急危険度判定士、応急危険度判定コーディネーター及びその他の判定業務従事者 

（以下「判定士等」とい う。）の確保，判定の実施体制等 

（へ）県に対する支援要請に関する事項 

（ト）判定士等の判定区域までの移動方法、宿泊場所の設定そ他必要な事項 

（チ）判定資機材の調達、備蓄 

（リ）その他必要な事項 

② 県は、市町が地域防災計画を踏まえて震前に計画する判定に関する事項について、

必要な助言をすることができる。 

③ 県は、的確な支援が行えるよう、市町があらかじめ定めた事項について取りまとめ

ておくものとする。 

④ 県は、建築関係団体と協力して，判定士等の養成を行うものとする。 

⑤ 県は、市町と協力して，所定の判定用資機材を備蓄するものとする。 

 

（４）判定実施の事前準備 

① 市町は、あらかじめ想定される地震の規模、建築物の被害等を推定し、災害対策本

部や避難所等の優先的に判定を実施する必要のある施設、区域及び判定対象建築物

の基準を整備しておくものとする。 

②市町は判定実施本部の体制について、また、県は判定支援本部の体制について、あ

らかじめ整備しておくものとする。 

                   

（５）判定の実施 

① 市町は、地震により多くの建築物が被害を受け、必要があると判断した時は判定の

実施を決定し、直ちに判定実施本部の設置その他必要な措置を講じるものとする。 

② 市町は、判定の実施のための支援を県に要請することができる。 

③ 県は、市町から支援の要請があったときは，判定支援本部を設置し必要な支援を行

うものとする。 

④ 県及び市町は、判定の実施を決定した場合は、建築関係団体等の協力を得て必要な

判定士等の速やかな確保に努めるものとする。 

⑤ 県は、所定の判定用資機材が不足する場合は、当該市町に代わってこれを調達する

ものとする。 

 

（６）県と市町間の連絡調整等 

① 市町は、判定実施本部の設置を決定したときは、県に速やかに報告するものとする。 

② 判定実施本部は、県が判定支援本部を設置したときは、現地の被災状況を随時報告

するとともに、支援の内容、支援開始時期等について協議、調整し、速やかに報告
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するものとする。  

 

（７）国及び他都道府県に対する支援の要請並びに他都道府県に対する支援等 

① 県は、県内の地震被害が大規模であること等により、国及び他都道府県の支援を受

け入れる必要があると判断した場合は、国土交通大臣及び広域支援本部、他都道府

県知事に対し、必要な支援を要請するものとする。 

② 県は、国土交通大臣及び広域支援本部、他都道府県知事から判定に対する支援要請

があった場合は、支障のない限り必要な支援に努めるものとする。 

 

（８）その他 

① 県及び市町と建築関係団体等は，協議会を通じ情報交換を行い，判定実施に際し円

滑な運用が図れるよう努めるものとする。 

② 県は、この実施計画が市町の実施計画制定等の目安となるよう、常に見直し、必要

に応じて改正するものとする。 

③ この実施計画の施行に関し必要な事項は、判定支援本部業務マニュアル、判定支援

支部業務マニュアル、判定実施本部業務マニュアル、判定協力本部業務マニュアル、

判定士招集連絡マニュアル、判定士業務マニュアル等に定める。 

   

 

第９ 実施期間 

令和3年度から令和7年度を重点実施期間とし、進捗状況を勘案しながら継続し

て実施するものとする。 

 

第 10 計画の見直し 

  県計画は随時、耐震化の状況や目標、施策などを見直すこととする。また、重

点実施期間経過後は、計画の実施状況等に関する評価を行い、必要に応じて見直

すこととする。 

 

 附則 

この計画は、平成19年３月27日から施行する。 

なお、「愛媛県既存建築物耐震改修促進計画」（平成９年４月１日制定）及び「愛

媛県既存建築物耐震改修促進実施計画」（平成９年４月１日制定）については、平

成19年３月26日をもって廃止する。 

 

 附則 

この計画は、平成27年３月26日から施行する。 

 

 附則 

この計画は、平成29年４月21日から施行する。 
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附則 

この計画は、平成31年３月22日から施行する。 

 

附則 

この計画は、令和２年１月31日から施行する。 

 

附則 

この計画は、令和４年３月８日から施行する。 

 

 



12－2 愛媛県地震被災建築物応急危険度判定士資格認定制度要綱 

 

第１ 目的                  

  この要綱は、地震による被災建築物の応急の危険度の判定（以下「応急危

険度判定」という。）を行う愛媛県地震被災建築物応急危険度判定士（以下

「判定士」という。）の認定制度を定めることにより、余震等による人的被

害の防止を図ることを目的とする。 

 

第２ 定義 

  この要綱において「判定士」とは、知事の認定を受け、地方公共団体等の

依頼により応急危険度判定を行う者をいう。 

 

第３ 認定の申請 

  第２の知事の認定を受けようとする者は、認定申請書（様式第１号）１通

に次に掲げる書類を添えて知事に提出するものとする。 

  ただし、電子情報処理組織（愛媛県の使用に係る電子計算機と当該認定制

度要綱に基づく手続の相手方の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で

接続した電子情報処理組織をいう。以下、同じ。）を使用する方法（愛媛県

がインターネットの利用その他の方法により公表するものに限る。）により

行う場合は、この限りではない。 

 (1) 次のイからハのいずれかに掲げる書類 

  イ 建築士の免許証の写し 

  ロ 建築施工管理技士に係る技術検定合格証明書の写し 

  ハ 実務経験証明書(様式第２号）（第４第１項第１号ハに該当する者に限る。) 

 (2) 愛媛県に在住し、又は在勤していることを証する書類  

   （住民票、運転免許証の写し又は身分証明証の写し等） 

 (3) 写真２枚（１枚は、申請書に貼付） 

２ 前項の電子情報処理組織を使用する方法により行われた手続は、愛媛県の

使用に係る電子計算機に備えられたファイルへの記録がされた時に愛媛県

に到達したものとみなす。 

 

３ 第一項の電子情報処理組織を使用する方法により手続をする者は、当該手

続を書面等（書面、書類、その他の人の知覚によって認識することができる

情報が記載された紙その他の有体物をいう。以下同じ。）により行うときに

提出すべきこととされている書面等に記載すべきこととされている事項そ

の他愛媛県が定める事項を、手続をする者の使用に係る電子計算機から入力

して、手続を行わなければならない。 



 

第４ 判定士の認定の基準等 

  知事は、申請者が次の各号に掲げる要件のすべてに該当すると認めるとき

は、これを判定士として認定するものとする。 

 (1) 次のイからハのいずれかに該当する者又は知事がこれと同等以上の知識及び

能力を有すると認める者であること。 

  イ 建築士法（昭和25年法律第 202号）第２条第１項に規定する建築士 

  ロ 建設業法施行令（昭和31年政令第273号）第27条の３に規定する建築施工管理

技術検定に合格した者（２級の種別で躯体、仕上げを除く） 

  ハ 地方公共団体の職員で、建築に関する実務（令和２年３月１日改正前の建築

士法施行規則第10条に規定する実務の経験をいう。）の経験年数が３年以上の

者で、所属長が建築士と同等の知識及び技能を有する者と認めた者 

 (2) 愛媛県内に在住し、又は在勤する者であること。 

 (3) 知事が指定する地震被災建築物の応急危険度判定講習（以下「指定講習」

という。）を修了した者であること。 

   ただし、他都道府県の被災建築物応急危険度判定士の登録を受けた者に

ついては、この限りではない。 

２ 知事は、前項の規定による判定士としての認定をしたときは、判定士認定

台帳（以下「台帳」という。）に登録の上、判定士登録証（様式第３号。以

下「登録証」という。）を交付するものとする。 

３ 知事は、第１項の認定をしなかったときは、その理由を付して、速やかに

その旨を申請者に通知するものとする。 

４ 第１項による認定の有効期間は、認定の日から５年を経過した日の属する

年度の３月３１日までとする。ただし、申請により更新することができるも

のとする。 

５ 第３の規定は、更新の認定の申請について準用する。この場合において、

第３第１号から第３号に掲げる書類については、登録証の添付をもってこれ

らに代えることができるものとする。 

 

第５ 登録証の携帯義務等 

  判定士は、応急危険度判定の作業中は、常時、登録証を携帯しなければな

らない。 

２ 知事は、次の各号に該当すると認めるときは、判定士の申請により登録証

の再交付を行うものとする。 

 (1) 登録証の記載事項に変更が生じたとき。 

 (2) その他知事がやむを得ないと認めたとき。 

３ 前項の申請は、登録証再交付申請書（様式第４号）によらなければならな



い。ただし、第３第１項ただし書きの電子情報処理組織を使用する方法によ

り行う場合は、この限りでない。 

４ 第４第４項に規定する認定の有効期間が更新なく経過したとき、又は第７

の規定により認定を取り消されたときは、判定士であった者は、その登録証

を速やかに知事に返還しなければならない。 

 

第６ 変更の届出 

  判定士は、認定申請書に記載した事項に変更が生じたときは、速やかに、

申請事項変更届（様式第５号）を知事に届け出なければならない。 

ただし、第３第１項ただし書きの電子情報処理組織を使用する方法により

行う場合は、この限りでない。 

２ 知事は、前項の規定による届け出があった場合は、台帳の記載事項を修正

するものとする。 

 

第７ 認定の辞退 

  判定士は、第４第４項の認定を辞退しようとするときは、様式第６号によ

る辞退届に登録証を添付して、速やかに知事に届け出なければならない。 

２ 知事は、前項の規定による届出があったときは、台帳から抹消するものと

する。 

３ 第１項の規定による届出がなく、判定士が死亡している事実が判明したと

きは、第２項の規定によらず台帳から抹消するものとする。 

 

第８ 認定の取消し 

  知事は、第２の認定を受けた者が次のいずれかに該当したときは、その認

定を取り消すことができる。この場合、知事は当該認定を取り消した者にそ

の旨を通知するものとする。 

 (1) 建築士法に規定する建築士でなくなったとき。 

 (2) 建設業法施行令に規定する建築施工管理技士の合格取消しを受けたとき。 

 (3) その他知事が判定士として不適任と認めたとき。 

２ 前項の規定により、認定の取り消しを行った場合は、台帳から抹消すると

ともに、登録証を返納させるものとする。 

 

第９ 関係機関への通知 

  知事は、台帳の登録を行ったときは、「判定士の招集に関する協定」に基

づき、その内容を速やかに関係機関に通知するものとする。 

２ 前項の規定は、台帳の抹消又は変更を行った場合に準用する。 

 



第10 その他 

  この要綱に定めるもののほか、愛媛県地震被災建築物応急危険度判定士資

格認定制度に関し必要な事項は、別に定める。 

  附 則 

 この要綱は、平成１１年４月１日から施行する。 

  附 則 

 この要綱は、平成１８年７月２６日から施行する。 

附 則 

１ この要綱は、平成２７年１０月１４日から施行する。 

２ 改正前の愛媛県地震被災建築物応急危険度判定士資格認定制度要綱（以

下「旧要綱」という。）第４第４項の規定により交付されている登録証の

認定の有効期間を５年までとしている登録証については、旧要綱の規定に

かかわらず、登録証の有効期間を、認定の日から５年を経過した日の属す

る年度の３月３１日までと読み替える。 

  附 則 

この要綱は、平成２８年１１月１８日から施行する。 

 附 則 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和４年５月23日から施行する。  



１２－３ 全国被災建築物応急危険度判定協議会規約（建築住宅課） 
平成８年４月５日設立制定 

平成２１年５月２０日改訂（い） 
平成２４年５月１１日改訂（ろ）  

第１章  総則 
（名称）  
第１条本会は、全国被災建築物応急危険度判定協議会（以下「協議会」という。）と称する。 
（目的）  
第２条 協議会は、地震による被災建築物の応急危険度判定をより迅速かつ的確に実施するため、応急
危険度判定の方法、都道府県相互の支援等に関して事前に会員間の調整を行うことにより、応急危険度
判定の実施体制の整備を行い、もって地震後の二次災害からの国民の安全確保に寄与することを目的と
する。（い）  
（事業） 
第３条 協議会は、前条の目的を達成するため、次に掲げる事業を行う。 

一 応急危険度判定の方法等の標準化 
二 応急危険度判定に係る都道府県間の相互支援の体制の整備 
三 応急危険度判定従事者に対する補償制度の整備 
四 応急危険度判定の普及及び啓発 
五 被災建築物の被災度調査の方法の整備 
六 その他協議会の目的を達成するために必要な事業 

 
第２章  会員 

 
（会員の資格）  
第４条 協議会の会員は、協議会の目的に賛同して入会した国、都道府県、特殊法人、公益法人又はこれ
に類する団体その他応急危険度判定体制の整備のために参画が必要と考えられる法人とする。 
（入会）  
第５条 協議会の会員になろうとする者は、所定の入会申込書を会長に提出し、幹事会の承認を得なけれ
ばならない。 
（負担金）  
第６条 会員は、協議会に必要な通信連絡費、会議費等の費用として、別に定める負担金を協議会に納入
することとする。 
２ 前項の規定にかかわらず、第４条における国及び応急危険度判定体制の整備のために本協議会への参
画が必要と考えられる団体等は、幹事会の承認を得て負担金を免除することができるものとする。（ろ）  
（会員資格の喪失）  
第７条 会員は、次の各号に該当する場合には、その資格を喪失する。 

一 退会したとき 
二 会員である法人が消滅したとき 

（退会）  
第８条 会員は、幹事会の議決を経て会長が別に定める退会届を会長に提出して、任意に退会することが
できる。 
（届出）  
第９条 会員は、第５条の入会申込書の記載内容に変更が生じたときは、速やかにその旨を協議会に届け
出なければならない。 
 

第３章  役員 
 
（種別及び定数）  
第１０条 協議会に、次の役員を置く。 

会長   １名  
副会長  ３名  
幹事   １０名以上２０名以内（会長及び副会長を含む。）  
監事   ２名  

（選任等）  
第１１条 幹事及び監事は、総会において会員の代表者又は代表者から委任を受けた者のうちから選任す
る。 
２ 幹事は、互選により、会長及び副会長を選任する。 



３ 幹事及び監事は、相互に兼ねることができない。 
（職務）  
第１２条 会長は、協議会を代表し、会務を総理する。 
２ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、その職務を代行する。 
３ 幹事は、幹事会を組織し、規約及び総会の議決に基づき会務を執行する。 
４ 監事は、協議会の会計を監査する。 
（任期）  
第１３条 役員の任期は、２年とする。ただし、再任を妨げない。 
２ 補欠又は増員により選任された役員の任期は、前任者又は現任者の残任期間とする。 
３ 役員は、任期満了後であっても、後任者が就任するまでは、引き続きその職務を行わなければならな
い。 
（報酬等）  
第１４条 役員は無給とする。 
（補欠選任）  
第１５条 役員に欠員が生じたときは、第１１条の規定に基づき選任するものとする。 
（解任）  
第１６条 役員としてふさわしくない行為があったときは、総会の議決を経て、役員を解任することがで
きる。 
（顧問）  
第１７条 協議会に、顧間を置く。 
２ 顧間は、会長の諮問に応じ、又は会長に対して意見を述べることができる。 
３ 顧問は、会員以外の者で建築に関する学識経験を有するもののうちから会長が委嘱する。 
 

第４章  会議 
 
（会議）  
第１８条 会議は、総会及び幹事会とする。 
（総会）  
第１９条 総会は、通常総会及び臨時総会とする。 
２ 通常総会は、毎事業年度終了後、２ヶ月以内にこれを開催する。 
３ 臨時総会は、会長若しくは幹事会が必要と認めたとき、又は会員の５分の１以上から会議の目的であ
る事項を示して請求があったとき、これを開催する。 
（総会の招集及び議長）  
第２０条 総会は、会長がこれを召集する。 
２ 総会の召集は、開催の日の１０日前までに、日時、場所及びその目的である事項を記載した書面によ
り、会員に通知して行う。 
３ 総会は、会員数の３分の１以上の出席をもって成立する。 
４ 総会の議長は、その総会において、出席会員の代表者又はその代理人のうちから選出する。 
（総会の議決事項）  
第２１条 総会は、この規約において別に定めるもののほか、次の事項を議決する。 
一 事業計画及び収支予算の決定 
二 事業報告及び収支決算の承認 
三 規約の変更 
四 その他協議会の運営に関する重要な事項 
（議決権）  
第２２条  総会における会員の議決権は、１会員につき１個とする。 
２ 議決権は、会員の代表者又はその代理人が総会に出席して、これを行使するものとする。 
３ 欠席会員は、他の出席会員を代理人として議決権の行使を委任することができる。この場合には当該
会員は、出席したものとみなす。 
（議決の方法）  
第２３条 総会の議事は、出席会員の過半数の同意をもって決する。ただし、可否同数のときは、議長が
これを決する。 
（特別議決）  
第２４条 次の事項は、総会において、出席者の議決権の３分の２以上の多数による議決を必要とする。 
一 規約の改正 
二 協議会の解散 
（議事録）  
第２５条  議長は、総会の議事について、議事録を作成しなければならない。 



２ 議事録には、議長及び出席会員のうちからその総会において選出された議事録署名人２名以上が、内
容を確認の上、押印するものとする。 
（幹事会）  
第２６条  幹事会は、幹事をもって組織し、会長が召集する。 
２ 幹事会は、この規約に別に定めるもののほか、総会に付議すべき事項、総会の議決した事項の執行に
関する事項その他協議会の運営上必要な事項を審議する。 
３ 監事は、幹事会に出席して意見を述べることができる。ただし、議決に加わることはできない。 
４ 幹事会の議長は、その幹事会において、出席会員の代表者又はその代理人の中から選出する。 
５ 幹事会の議長は、幹事会の議事について、議事録を作成しなければならない。 
６ 第２２条及び第２３条の規定は、幹事会の議決について準用する。この場合において、これらの規定
中、「総会」とあるのは「幹事会」と、「会員」とあるのは「幹事」と読み替えるものとする。 
 

第５章  部会 
 
（部会）  
第２７条 協議会は、協議会の運営及び事業の遂行のため、部会を置くことができる。 
２ 部会の設置及び委員等の選任は、幹事会がこれを行う。 
３ 部会の運営に関して必要な事項は、幹事会の議決を経て、会長がこれを定める。 
 

第６章  会計 
（事業年度） 
第２８条 協議会の事業年度は、毎年４月１日に始まり翌年３月３１日に終わる。 
（財産）  
第２９条 協議会の財産は、負担金及び雑収入をもって構成する。なお、負担金の額は、総会において別
に定める。 
２ 協議会の財産は、幹事会の定める方法により、会長が管理する。 
３ 協議会が解散する場合の財産の処分については、総会の定めるところによる。 
（経費の支弁）  
第３０条 協議会の経費は、財産をもって支弁する。 
（事業報告及び収支決算）  
第３１条 会長は、毎事業年度終了後、速やかに事業報告書及び収支決算書を作成し、監事の監査を経て
総会の承認を受けなければならない。 
 

第７章  事務局 
 
（事務局）  
第３２条 協議会に、協議会の事務を処理するため、事務局を置く。 
２ 事務局は、財団法人日本建築防災協会に置くものとし、協議会はこのための事務局経費を支弁するこ
とができるものとする。（い）  
 

第８章  雑則 
 
（細則）  
第３３条 この規約に定めるもののほか、協議会の運営に関する必要な事項は、会長が幹事会の議決を経
て、別に定める。 
（附則） 
１ この会則は、設立総会のあった日（平成８年４月５日）から施行する。 
２ 協議会の設立当初において幹事会が発足するまでは、入会申込書を会長に提出することをもって入会
したものとみなす。 
３ 協議会の設立当初の役員は、第１１条第１項及び第２項の規定にかかわらず、設立総会において選任
するものとし、その任期は、第１３条第１項の規定にかかわらず、平成１０年３月３１日までとする。 
４ 協議会の設立初年度の事業年度は、第２８条の規定にかかわらず、設立総会の日から平成９年３月３
１日までとする。 
（附則）  
１ この規約は、平成２１年５月２０日から施行する。 
（附則）  
１ この規約は、平成２４年５月１１日から施行する。 



 

  １２－４ 災害時における応急仮設住宅の建設に関する協定書（建築住宅課） 

 

 （趣旨） 

第 1 条 この協定は、愛媛県地域防災計画（昭和 38 年 8 月 2 日策定）に基づく災害時における応急仮設住宅

（以下「住宅」という。）の建設に関して、愛媛県（以下「甲」という。）が社団法人プレハブ建築協会（以

下「乙」という。）に協力を要請するに当たって必要な事項を定めるものとする。 

 （定義） 

第 2条 この協足において「住宅」とは、災害救助法（昭和 22年法律第 118号）第 23条第 1項第 1号に規定

する応急仮設住宅をいう。 

 （協力要請） 

第 3条 甲は、住宅の建設に関して乙に協力を要請しようとするときは、建築場所、戸数、規模、着工期日そ

の他必要と認める事項を記載した書面により乙に連絡するものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、緊急を要する場合は、電話その他の方法によることができる。この場合におい

て、甲は、速やかに、前項の書面を乙に提出しなければならない。 

 （協力） 

第 4条 乙は、前条の要請があったときは、乙の会員である住宅建設業者のあっせんを行うほか、可能な限り

甲に協力するものとする。 

 （費用） 

第 5条 乙のあっせんを受けた住宅建設業者（以下「業者」という。）が甲の要請に基づき行う住宅建設に要

した費用は、甲が負担するものとする。 

２ 甲は、検査の上、前項の住宅建設が適正に実施されていることを確認したときは、業者の請求により、速

やかに、前項の費用を支払うものとする。 

 （窓口） 

第 6条 この協定の実施に関する業務の窓口は、甲においては愛媛県土木部都市局建築住宅課、乙においては

社団法人プレハブ建築協会業務第一部とする。 

 （報告） 

第 7 条 乙は、住宅建設について協力できる建設能力等の状況を毎年 1 回甲に報告するものとする。ただし、

甲が必要と認めた場合は、乙に対して随時報告を求めることができる。 

 （会員名簿等の提供） 

第 8条 乙は、この協定に係る乙の業務担当部員の名簿及び乙に加盟する会員の名簿を毎年 1回甲に提供する

ものとし、部員又は会員に異動があったときは、その都度甲に報告するものとする。 

 （協議） 

第 9条 この協定に定めのない事項又はこの協定に関し疑義が生じた事項については、その都度甲乙協議の上、

定めるものとする。 

 

 

 この協定の締結を証するため、本書 2通を作成し、甲乙記名押印の上、各自その 1通を保有する。 

 

  平成 8年 5月 1日 

 

                  甲 松山市一番町四丁目４番地２ 

                            愛媛県知事   伊 賀 貞 雪 

 

      乙 東京都千代田区霞が関三丁目２番６号 

           社団法人 プレハブ建築協会 

         会   長   石 橋 殾 一 



１２－５ 災害時における応急仮設住宅の建設に関する協定書（建築住宅課） 

 

（趣旨） 

第１条 この協定は、愛媛県地域防災計画（昭和 38 年８月２日策定）に基づく災害時にお

ける応急仮設住宅（以下「住宅」という。）の建設に関して、愛媛県（以下「甲」とい

う。）が一般社団法人全国木造建設事業協会（以下「乙」という。）に協力を要請する

に当たって必要な事項を定めるものとする。 

 

（定義） 

第２条 この協定において「住宅」とは、災害救助法（昭和 22 年法律第 118 号）第 23 条

第 1 項第 1号に規定する応急仮設住宅をいう。 

 

（協力要請） 

第３条 甲は、住宅の建設に関して乙に協力を要請しようとするときは、建築場所、戸数、

規模、着工期日及びその他必要と認める事項を、書面により乙に連絡するものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、緊急を要する場合は、電話その他の方法によることができ

る。この場合において、甲は、速やかに、前項の書面を乙に提出しなければならない。 

  

（協力） 

第４条 乙は、前条の要請があったときは、乙の会員である建設業者（以下「建設業者」

という。）の斡旋を行うほか、可能な限り甲に協力するものとする。 

 

（住宅建設） 

第５条 乙の斡旋を受けた建設業者は、甲（甲が住宅建設業務を市町の長に委任した場合

は、当該市町の長。以下、次条に同じ。）の指示に従い住宅建設を行うものとする。 

 

（費用の負担及び支払い） 

第６条 建設業者が前条の住宅建設に要した費用は、甲が負担するものとする。 

２ 甲は、建設業者の住宅建設完了後に検査をし、適正に実施されていることを確認した

ときは、建設業者の請求により前項の費用を速やかに支払うものとする。 

 

（連絡窓口） 

第７条 この協定の実施に関する業務の窓口は、甲においては愛媛県土木部都市局建築住

宅課とし、乙においては一般社団法人全国木造建設事業協会担当部とする。 

 

（報告） 

第８条 乙は、住宅建設について協力できる生産能力及び建設能力等の状況について、１

年に１回、甲に報告するものとする。ただし、甲が必要と認めた場合は、甲は乙に対し

て、随時報告を求めることができる。 

 

（会員名簿等の提供） 

第９条 乙は、この協定に係る乙の業務担当者名簿及び乙に加盟する会員の名簿を１年に

１回、甲に提供するものとし、担当者又は会員に異動があったときは、その都度甲に報



告するものとする。 

 

（協議） 

第 10 条 この協定に定めるもののほか、必要な事項については、その都度甲乙協議の上、

定めるものとする。 

 

（適用） 

第 11 条 この協定は、平成 25年２月６日から適用する。 

 

この協定を証するため、本書２通を作成し、甲、乙記名押印のうえ各自その１通を保有

する。 

 

 平成２５年２月６日 

               甲 愛媛県松山市一番町四丁目４番地２ 

                 愛媛県 

知 事  中村 時広 

 

 

乙 東京都中央区八丁堀三丁目４番地１０ 

京橋北見ビル東館６階 

               一般社団法人全国木造建設事業協会 

 

               代表者 理事長 青木 宏之 

 

 
（注）同様の協定を以下の１団体と締結している。 

 
団体名 協定締結年月日 協定締結者 

一般社団法人 
日本木造住宅産業協会 

平成 31 年 3 月 26 日 会 長  市川 晃 
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12－8 災害時におけるテントの供給等に関する協定書  

 

愛媛県（以下「甲」という）と愛媛レンタルテント協同組合（以下「乙」という。）は、

地震その他の災害が発生し、又は発生する恐れがある場合（以下「災害時」という。）にお

けるテントの供給、設営、供用及び撤収（以下「テントの供給等」という。）に関し、次の

とおり協定を締結する。  

（趣旨）  

第１条 この協定は、災害時のテントの供給等に関し、甲が乙に対して協力を要請すると

きの必要な事項を定めるものとする。  

（協力要請）  

第２条 甲は、テントの供給等の必要があると認めるときは、乙に対し、次に掲げる事項

を明示して、様式１により要請する。ただし、文書をもって要請するいとまがないとき

は、電話又はその他の方法をもって要請し、その後速やかに文書を提出する。  

（１）災害の状況及び協力を要請する事由  

（２）テントの供給等を必要とする場所及び期間  

（３）その他参考となる事項  

２ 市町（独自に乙と協定を締結している市町を除く。）がテントの供給等を必要とすると

きは、市町の要請に基づき、甲は乙に対し、市町に代わって前項の規定による要請を行

うことができる。  

３ 乙は、甲から前二項の規定に基づく要請があったときは、可能な限り協力し、テント

の供給等を行うものとする。  

（報告）  

第３条 乙は、前条の規定に基づく要請に対し、速やかに次に掲げる事項を決定し、様式

２により甲に報告するものとする。ただし、文書をもって報告するいとまがないときは、

電話又はその他の方法をもって報告し、その後速やかに文書を提出するものとする。  

（１）テントの供給等を行う事業者の名称、担当者の氏名及び連絡先（対応できる事業者

がないときはその旨）  

（２）供給するテントの種類及び数量  

（３）テントの設営の完了予定日時  

（４）その他参考となる事項  

（実施状況の報告）  

第４条 乙は、本協定に基づくテントの設営が完了し、供用を開始できる状態となったと

き、及び供用終了後、テントの撤収を完了したときは、甲に対し報告するものとする。  

（費用負担）  

第５条 乙が実施したテントの供給等の費用は、甲又は甲に要請した市町が負担するもの

とする。  

２ 前項の費用は、災害発生直前における適正な単価により算出した人件費相当額に、燃

料費及び食料費の実費相当額を加えた金額を基準として、甲乙協議の上、決定するもの

とする。  

３ 費用は、乙からの請求後、速やかに甲又は甲に要請した市町から支払うものとする。  

（事故発生時の取扱い）  

第６条 乙は、テントの供給等の実施に際し事故が発生したときは、甲に対し速やかにそ

の状況を報告するものとする。  

（災害補償）  

第７条 本協定により業務に従事した者が、当該業務に従事したことにより負傷し、疾病

にかかり、又は死亡した場合は、次に掲げる場合を除き、災害に伴う応急措置の業務に

従事した者に対する損害補償に関する条例（昭和３８年愛媛県条例第２７号）を準用し、

甲がこれを補償する。この場合において、同条例中「従事命令」とあるのは「協力要請」



と読み替えるものとする。  

（１）当該従事者の故意又は重大な過失による場合  

（２）当該負傷、疾病又は死亡が、第三者の行為による場合  

（３）当該負傷、疾病又は死亡につき、乙又は当該従事者が締結した損害保険等の契約に

より、給付を受けることができる場合  

（関係市町との連絡）  

第８条 本協定に基づく業務の実施に当たり、関係市町との連絡調整は、原則として甲が

実施する。  

（担当窓口の報告等）  

第９条 甲及び乙は、担当者の氏名、連絡先について、互いに報告を行うものとする。な

お、報告内容に異動があった際には、その都度、報告するものとする。  

（有効期間）  

第１０条 この協定は、協定締結の日から効力を有するものとし、甲又は乙が文書をもっ

て協定の終了を通知しない限り、その効力を継続するものとする。  

（協議）  

第１１条 この協定の実施に関し必要な事項及び協定に定めのない事項については、その

都度、甲乙協議して定めるものとする。  

 

 この協定の締結を証するため本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自１通を保有す

るものとする。  

 

 平成２６年８月２２日  

 

 

           松山市一番町４丁目４番地２  

         甲 愛 媛 県  

 

             知  事  中村 時広  

 

 

           松山市来住町１１７８番地５  

         乙 愛媛レンタルテント協同組合  

 

             代表理事  宮道 享



様式１（第２条関係） 

                                                           第     号 

                                                            年  月  日 

 

 

  愛媛レンタルテント協同組合 

     代表理事         様 

 

 

                                             愛媛県知事                 印 

 

 

災害時におけるテントの供給等に係る協力要請について 

 

 このことについて、災害時におけるテントの供給等に関する協定第２条の規定に基づ

き、下記のとおり貴団体による協力を要請します。 

  

記 
 

１ 災害の状況及び協力を要請する事由 

 

 

 

 

 

 

２ テントの供給等を必要とする場所及び期間 

場   所 期   間 

  

 

 

３ その他参考となる事項 

 

 

 

 

 

 



様式２（第３条関係） 

                                                           第     号 

                                                            年  月  日 

 

 

  愛媛県知事        様 

 

 

                                              愛媛レンタルテント協同組合 

                        代表理事                  印 

 

災害時におけるテントの供給等に係る報告について 

 

 このことについて、災害時におけるテントの供給等に関する協定第３条の規定に基づ

き、下記のとおり報告します。 

  

記 
 

１ テントの供給等を行う者の名称等 

事業者名称 担当者氏名 連絡先 

   

 

 

２ 供給するテントの種類及び数量 

テントの種類 数 量 

  

 

 

３ テントの設営の完了予定日時 

 

 

 

４ その他参考となる事項 

 
 



１２－９　都市公園現況表（都市計画区域）　（都市整備課）
（令和5年3月31日）

住　区　基　幹　公　園 都　市　基　幹　公　園 大　規　模　公　園 特　　殊　　公　　園

(千人) (ha) (㎡/人) 箇所
面積
(ha)

箇所
面積
(ha)

箇所
面積
(ha)

箇所
面積
(ha)

箇所
面積
(ha)

箇所
面積
(ha)

箇所
面積
(ha)

箇所
面積
(ha)

箇所
面積
(ha)

箇所
面積
(ha)

箇所
面積
(ha)

箇所
面積
(ha)

箇所
面積
(ha)

箇所
面積
(ha)

箇所
面積
(ha)

箇所
面積
(ha)

箇所
面積
(ha)

箇所
面積
(ha)

合　計 1,174 132,467.50 13.22 348 74.93 46 62.03 24 128.08 21 430.73 8 157.81 1 78.00 1 218.09 12 205.01 1 8.64 7 20.00 3 21.54 0 0.00 4 8.93 135 134.33 0 0.00 9 2.67 1 1.37 621 1,552.16

松山市 496 21,447.40 7.93 202 41.86 14 13.55 1 6.97 4 170.85 1 37.86 0 38.76 0 0.00 3 32.73 0 0.00 1 0.48 0 0.00 0 0.00 1 0.40 109 49.79 0 0.00 0 0.00 0 0.00 336 393.25

今治市 128 14,662.00 13.95 56 12.64 6 7.36 7 32.08 4 74.87 1 7.64 0 0.00 0 0.00 1 4.82 1 8.64 2 8.01 1 12.77 0 0.00 0 0.00 9 8.14 0 0.00 2 1.62 0 0.00 90 178.59

宇和島市 55 13,900.69 35.55 8 1.87 5 5.62 2 4.90 1 4.33 1 27.94 0 0.00 0 72.02 1 70.35 0 0.00 2 8.51 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 20 195.54

八幡浜市 26 7,640.00 4.90 1 0.28 1 1.64 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 1 9.20 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 1 1.62 0 0.00 0 0.00 0 0.00 4 12.74

新居浜市 112 10,004.00 12.77 15 4.34 5 6.07 0 0.00 1 10.10 0 0.00 0 0.00 0 0.00 3 76.39 0 0.00 1 0.60 1 5.50 0 0.00 0 0.00 2 39.36 0 0.00 2 0.61 0 0.00 30 142.97

西条市 104 17,760.00 10.39 24 5.80 6 10.17 3 13.65 2 33.26 2 33.65 0 0.00 0 0.00 1 1.08 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 2 8.27 5 0.78 0 0.00 0 0.00 1 1.37 46 108.03

大洲市 31 4,296.00 36.72 1 0.08 2 2.66 3 24.78 1 44.96 1 27.27 0 0.00 0 0.00 1 0.93 0 0.00 1 2.40 0 0.00 0 0.00 0 0.00 1 10.74 0 0.00 0 0.00 0 0.00 11 113.82

伊予市 27 3,041.00 10.16 4 0.90 0 0.00 1 3.70 1 13.33 0 0.00 0 0.00 0 0.00 1 9.51 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 7 27.44

四国中央市 81 13,612.00 7.20 8 1.31 3 6.78 2 12.68 2 20.42 1 13.45 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 1 3.27 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 5 0.44 0 0.00 22 58.35

西予市 21 7,088.00 16.70 1 0.17 1 2.50 2 11.44 2 20.97 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 6 35.08

東温市 28 2,380.00 12.85 15 2.75 0 0.00 0 0.00 1 14.16 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 1 0.26 6 18.82 0 0.00 0 0.00 0 0.00 23 35.99

久万高原町 4 4,325.31 39.13 0 0.00 0 0.00 1 5.97 1 9.68 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 2 15.65

松前町 29 2,041.00 5.00 8 1.95 2 4.24 1 4.40 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 1 3.90 0 0.00 0 0.00 0 0.00 12 14.49

砥部町 9 630.00 43.60 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 1 39.24 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 1 39.24

内子町 8 978.00 22.98 4 0.87 0 0.00 1 7.51 0 0.00 1 10.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 6 18.38

鬼北町 5 2,687.00 32.84 0 0.00 1 1.44 0 0.00 1 13.80 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 1 1.18 0 0.00 0 0.00 0 0.00 3 16.42

愛南町 10 5,975.10 146.18 1 0.11 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 1 146.07 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 2 146.18

緑道広場公園都市林都市緑地
動植物公園風致公園ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ都市広域公園

緩衝緑地国営公園
墓園歴史公園

市町村名
都市公園合計

街区公園
1人当り
公園面積

都市計画
区域面積

都市計画
区域人口 運動公園総合公園地区公園近隣公園
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１２－１０ 愛媛県地震被災建築物応急危険度判定士の招集に関する協定書 

愛媛県地震被災建築物応急危険度判定士の招集に関する協定書 

（趣旨） 

第１条 この協定は、地震災害時における愛媛県地震被災建築物応急危険度判定士（以下「判定士」とい

う。）の招集に関し、愛媛県（以下「甲」という。）が、愛媛県地域防災計画に基づき、社団法人愛媛県

建築士会（以下「乙」という。）に協力を求めるに当たって必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この協定において、「判定士」とは、愛媛県地震被災建築物応急危険度判定士認定要綱（平成１１

年４月１日制定）第２条に定める愛媛県地震被災建築物応急危険度判定士のうち県及び市町村等の職員

を除く民間の判定士をいう。 

（協力要請） 

第３条 甲は、判定士を招集する際、乙に協力を要請することができる。 

２ 甲は、前項の規定による要請を文書で行うものとするが、緊急を要するときは、口頭等により要請す

ることができる。この場合においては、後日、改めて要請文書を乙に送付するものとする。 

３ 乙は、前項の規定による要請があったときは、乙の会員のうち判定士に該当する者に対して、甲の要

請する内容を速やかに伝えるものとする。 

（県への報告） 

第４条 乙は、要請に応じることが可能な乙の会員の判定士を取りまとめ、速やかに甲に報告するものと

する。 

（協力のための準備） 

第５条 甲は、判定士の登録者名簿を乙に交付するとともに、新規登録、更新又は登録事項の変更があっ

た場合は、遅滞なくその氏名等を乙に通知するものとする。 

２ 乙は、平常時から、判定士に該当する会員に対して甲の要請内容を円滑に伝達するための連絡系統（以

下「連絡網」という。）を整備し、地震災害時に備えるものとする。 

３ 平常時の準備、及び地震災害時の活動等は、被災建築物応急危険度判定業務マニュアルに基づき行う

ものとする。 

４ 乙は、年度当初に甲に対して連絡網を報告するものとする。 

（訓練） 

第６条 甲が、訓練のために判定士に連絡を行う必要があるときは、乙はこれに協力するものとする。 

（協議） 

第７条 この協定に定めるもののほか必要な事項については、甲乙協議の上、別途定めるものとする。 

（適用） 

第８条 この協定は、協定締結の日から適用する。 

 

 この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自その１通を保有する。 

 

 平成１６年 ９月１４日 

                      甲  愛媛県松山市一番町４丁目４番地２ 

                         愛媛県 

                         愛媛県知事  加 戸 守 行 

   

                      乙  愛媛県松山市二番町４丁目１番地５号 

                         社団法人愛媛県建築士会 

                         会   長  濱 本 貞 雄 



愛媛県地震被災建築物応急危険度判定士の招集に関する協定書第７条の規定に基づき 

必要な事項を定める件 

 

 

 平成 16 年９月 14 日付けで締結した愛媛県地震被災建築物応急危険度判定士の招集に関

する協定書（以下「協定書」という。）第７条の規定に基づき、愛媛県地震被災建築物応急

危険度判定士の招集に関し必要な事項として次のことを定める。 

 

第１条 市町の長は、災害対策本部や避難所等の防災対策に必要な施設の判定を行う場合

その他緊急を要する場合、甲に代わり、判定士の招集について乙に協力を要請すること

ができる。 

 

第２条 前条の規定により市町の長が乙に協力を要請する場合、協定書第３条及び第４条

の規定を準用する。この場合において、協定書第３条及び第４条中「甲」とあるのは、「当

該市町の長」と読み替えるものとする。 

 

 

 

平成 26年 10月６日 

  

甲 愛媛県松山市一番町４丁目４番地２ 

                      愛媛県 

 

                      知事  中村 時広 

 

 

乙 愛媛県松山市二番町４丁目１番地５号 

公益社団法人愛媛県建築士会 

 

  会長  寺尾 保仁 

 

 

 



 

１２－１１ 災害時における住宅の早期復興に向けた協力に関する協定書 

 

 愛媛県（以下「甲」という。）及び独立行政法人住宅金融支援機構（以下「乙」と

いう。）は、風水害、地震、津波等の災害時における被災した県民の住宅の早期復興

を支援するために、愛媛県地域防災計画に基づき甲が実施する施策への乙の協力に関

して、次のとおり協定を締結する。 

 

 （情報の交換） 

第１条 甲及び乙は、この協定に基づき、被災した県民の住宅の早期復興への支援が 

円滑に行われるように次の情報を適時的確に交換する。 

 一 住宅に関連する防災、被災した住宅の再建等に関する施策及び融資制度 

 二 被害状況、被災した県民から寄せられた住宅の復興等に関する要望 

 三 第７条に定める連絡窓口となる部署名並びに連絡責任者及び補助者の職名及び   

氏名 

 四 第７条に定める連絡窓口との連絡方法 

 五 その他住宅の早期復興への支援に関し必要な事項 

 

 （住宅相談窓口開設） 

第２条 乙は、甲からの協力要請に応じて、「住宅相談窓口」を速やかに開設し、被 

災した県民からの住宅再建及び住宅ローンの返済に関する相談に対応し、県民の住 

宅の早期復興を支援するものとする。 

２ 甲は、前項の「住宅相談窓口」の開設及び運営に当たって、必要に応じ、場所の 

確保その他乙から要請を受けた事項について、乙に協力するものとする。 

 

 （職員の派遣） 

第３条 乙は、前条の相談に対応するため、職員を派遣するものとする。 

２ 乙は、前条の相談への対応のほか、甲から県民の住宅の早期復興を支援するため 

特に要請を受けたときは、甲と協議の上、職員を派遣する。 

 

 （住宅ローン返済中の県民への支援） 

第４条 乙は、乙の住宅ローンを返済中に被災した県民に対して、当該住宅ローンの 

支払の猶予や返済期間の延長等の措置を諸規定に従って講ずるものとする。 

 

 （周知） 

第５条 乙は、乙の災害復興住宅融資の実施、第２条の「住宅相談窓口」の開設及び 

前条の措置について、被災した県民に対して積極的に周知するものとする。 

２ 甲は、被災地の市町の窓口等を通じて、前項の周知に協力するものとする。 



 

 

 （施策実施上の課題等の調整） 

第６条 甲及び乙は、住宅に関連する防災、被災した住宅の再建等に関する甲の施策 

及び乙の災害関連業務の円滑な実施に資するため、甲が施策を実施するに当たり発 

生する乙の融資及び債権管理上の課題等への対応について、あらかじめ調整を行う 

ものとする。 

 

 （連絡窓口） 

第７条 甲及び乙は、この協定に関する連絡窓口をそれぞれ設置するものとする。 

 

 （協議） 

第８条 この協定に定めるもののほか、被災した県民の住宅の早期復興支援に当たり 

必要な事項については、その都度、甲及び乙が充分な協議の上、定めるものとする。 

 

 （適用等） 

第９条 この協定は、平成28年２月29日から適用する。なお、愛媛県知事と住宅金融

公庫四国支店長との間で締結した平成16年２月９日付け「災害時における住宅復興

に向けた協力に係る基本協定書」は廃止する。 

 

 

 この協定を証するため、本書２通を作成し、甲、乙記名押印の上、各自その１通を

保有する。 

 

   平成28年２月29日 

 

       甲  愛 媛 県         

            愛媛県知事  中村 時広  

 

 

       乙  独立行政法人住宅金融支援機構 

            理 事 長   加藤 利男  



 

１２－１２ 災害時における民間賃貸住宅の被災者への提供に関する協定① 

 

愛媛県（以下「甲」という。）及び公益社団法人愛媛県宅地建物取引業協会（以下「乙」

という。）は、災害時に甲及び乙が相互に協力して行う民間賃貸住宅の提供に関して、次の

条項により協定を締結する。 

 

（目的） 

第１条 この協定は、愛媛県において災害が発生した場合において、甲が、災害により住

宅を滅失し自己の資力によっては居住する住宅を確保できない被災者（以下単に「被

災者」という。）のための応急的な住宅（以下「賃貸型応急住宅」という。）として、

民間賃貸住宅を提供するため、乙に協力を求めるに当たり、基本的な事項を定める

ものとする。 

 

（協力要請） 

第２条 甲は、災害が発生し必要と認める場合、乙に対し、賃貸型応急住宅として被災者

に提供可能な民間賃貸住宅の情報提供及びその円滑な提供に向けた協力を要請でき

るものとする。 

 

（協力） 

第３条 乙は、前条の規定に基づく甲からの要請があった場合、賃貸型応急住宅として提

供可能な民間賃貸住宅に関する情報提供及びその円滑な提供に向けて、甲に可能な

限り協力するものとする。 

 

（甲の役割） 

第４条 甲は、賃貸型応急住宅の提供に関する次の各号に掲げる事務を行う。 

一 賃貸型応急住宅として提供する民間賃貸住宅の募集に関すること 

二 賃貸型応急住宅の借上げに関すること 

三 賃貸型応急住宅入居者の入居許可及び退去に関すること 

四 賃貸型応急住宅の賃料等の支払いに関すること 

五 その他関係者との調整に関すること 

２ 甲は、前項に掲げる業務の一部を、乙に委託することができる。 

 

（乙の役割） 

第５条 乙は、第３条に基づき甲に協力するため、賃貸型応急住宅の提供に関する次の各

号に掲げる事務を行う。 

一 賃貸型応急住宅の制度の事前周知並びに民間賃貸住宅の所有者及び転貸を目的

とする賃借人に対する賃貸型応急住宅としての提供依頼及び意向確認に関するこ

と 



二 賃貸型応急住宅として甲が借り上げようとする民間賃貸住宅の被災後の使用の

適否に係る確認に関すること 

三 賃貸型応急住宅として活用可能な民間賃貸住宅の情報提供に関すること 

四 甲からの委託を受けた業務に関すること 

五 その他関係者との調整に関すること 

 

（協議） 

第６条 この協定の実施に関し必要な事項等については、甲及び乙の協議の上定めるもの

とする。 

 

（雑則） 

第７条 この協定は、令和２年３月 16 日から適用する。 

 

この協定を証するため、本書２通を作成し、甲、乙記名押印のうえ、各自１通を保有する。 

 

令和２年３月 16 日 

 

 

 

  愛媛県松山市一番町四丁目４－２ 

 

甲  愛媛県 

 

愛媛県知事   

 

 

 

  愛媛県松山市平和通六丁目５－１ 

 

乙  公益社団法人 愛媛県宅地建物取引業協会 

 

         会 長      



 

１２－１２ 災害時における民間賃貸住宅の被災者への提供に関する協定② 

 

愛媛県（以下「甲」という。）及び公益社団法人全日本不動産協会愛媛県本部（以下「乙」

という。）は、災害時に甲及び乙が相互に協力して行う民間賃貸住宅の提供に関して、次の

条項により協定を締結する。 

 

（目的） 

第１条 この協定は、愛媛県において災害が発生した場合において、甲が、災害により住

宅を滅失し自己の資力によっては居住する住宅を確保できない被災者（以下単に「被

災者」という。）のための応急的な住宅（以下「賃貸型応急住宅」という。）として、

民間賃貸住宅を提供するため、乙に協力を求めるに当たり、基本的な事項を定める

ものとする。 

 

（協力要請） 

第２条 甲は、災害が発生し必要と認める場合、乙に対し、賃貸型応急住宅として被災者

に提供可能な民間賃貸住宅の情報提供及びその円滑な提供に向けた協力を要請でき

るものとする。 

 

（協力） 

第３条 乙は、前条の規定に基づく甲からの要請があった場合、賃貸型応急住宅として提

供可能な民間賃貸住宅に関する情報提供及びその円滑な提供に向けて、甲に可能な

限り協力するものとする。 

 

（甲の役割） 

第４条 甲は、賃貸型応急住宅の提供に関する次の各号に掲げる事務を行う。 

一 賃貸型応急住宅として提供する民間賃貸住宅の募集に関すること 

二 賃貸型応急住宅の借上げに関すること 

三 賃貸型応急住宅入居者の入居許可及び退去に関すること 

四 賃貸型応急住宅の賃料等の支払いに関すること 

五 その他関係者との調整に関すること 

２ 甲は、前項に掲げる業務の一部を、乙に委託することができる。 

 

（乙の役割） 

第５条 乙は、第３条に基づき甲に協力するため、賃貸型応急住宅の提供に関する次の各

号に掲げる事務を行う。 

一 賃貸型応急住宅の制度の事前周知並びに民間賃貸住宅の所有者及び転貸を目的

とする賃借人に対する賃貸型応急住宅としての提供依頼及び意向確認に関するこ

と 



二 賃貸型応急住宅として甲が借り上げようとする民間賃貸住宅の被災後の使用の

適否に係る確認に関すること 

三 賃貸型応急住宅として活用可能な民間賃貸住宅の情報提供に関すること 

四 甲からの委託を受けた業務に関すること 

五 その他関係者との調整に関すること 

 

（協議） 

第６条 この協定の実施に関し必要な事項等については、甲及び乙の協議の上定めるもの

とする。 

 

（雑則） 

第７条 この協定は、令和２年３月 16 日から適用する。 

 

この協定を証するため、本書２通を作成し、甲、乙記名押印のうえ、各自１通を保有する。 

 

令和２年３月 16 日 

 

 

 

  愛媛県松山市一番町四丁目４－２ 

 

甲  愛媛県 

 

愛媛県知事   

 

 

 

  愛媛県松山市小坂二丁目６番 34 号 

 

乙  公益社団法人 全日本不動産協会愛媛県本部 

          

         本部長 



 

１２－１３ 災害時における徒歩帰宅者支援に関する協定書（防災危機管理課） 

 
（目的） 
第１条  愛媛県（以下「甲」という。）と株式会社ローソン（以下「乙」という。）と

は、地震発生時等（以下「災害時」という。）により交通が途絶したため、帰宅する

のが困難な者のうち、徒歩で帰宅する者（以下「徒歩帰宅者」という。）を支援する

ために必要となる徒歩帰宅支援ステーション（以下「支援ステーション」という。）

の設置及び徒歩帰宅者を支援するため、必要な事項を定めるものとする。 
（支援ステーションの設置） 
第２条 甲は、災害時に交通が途絶した場合において、駅、事業所、学校等に滞留す

る大量の通勤者、通学者、観光客等が徒歩で帰宅する際の支援を行なうため、愛媛

県内に所在する乙の直営店及び乙のフランチャイズチェーン契約により加盟され

ている店舗（以下併せて「店舗」という。）に対し支援ステーションの設置を依頼

するものとする。 
２ 乙は、フランチャイズチェーン本部として、店舗に最大限の努力を以って協定の

履行を求めるものとするが、甲は、乙のフランチャイズチェーン契約書の制限から

店舗に協定の履行を強制することが困難な事情があることを承諾し、これを支援ス

テーション設置における前提とする。 
（支援の内容） 
第３条 甲は、乙に対し、災害時に次の各号について、支援ステーションとしての協

力を要請することができるものとする。 
（１）乙の店舗において、徒歩帰宅者に対し、水道水、トイレ等の提供をすること。 
（２）乙の店舗において、徒歩帰宅者に対し、地図等による道路情報等、ラジオ等で

知った通行可能な道路等に関する情報を提供すること。 

２ 前項に規定する店舗は、支援ステーションの設置に賛同する店舗であり、前項に

掲げる事項の全部又は一部について支援可能な店舗とする。 
３ 甲及び乙は、第１項に定めのない事項について、可能な範囲で相互に協力を求め

ることができる。 
（支援の実施） 
第４条 乙は、前条の規定により甲から支援の協力要請を受けたときは、その緊急性

に鑑み、可能な範囲内において、徒歩帰宅者に対し、支援を実施するものとする。

ただし、甲が、乙に対し、通信の途絶等の事由により要請を行うことができないと

きは、乙は、甲の要請を待たないで、状況に応じ自主的に可能な範囲において支援

を実施することができるものとする。 
（支援ステーション・ステッカーの掲出） 
第５条 乙は支援ステーション協力店舗の取組みについて広く住民へ周知を図るとと

もに、防災に対する意識啓発のため、甲が提供する「支援ステーション・ステッカ

ー」を店舗前面の利用者の見やすい位置に掲出するものとする。 
２ 甲は、乙の店舗へ掲出中の「支援ステーション・ステッカー」の劣化を鑑みて、

年 1 回２月１日までに乙に次年度の必要数を確認し、提供するものとする。 
（経費の負担） 
第６条 第３条に規定する支援の実施に要した経費は、当該支援を実施した者が負担

するものとする。 
２ 第５条の「支援ステーション・ステッカー」を作成する費用は、甲が負担するも

のとする。 
（情報の交換） 



 

第７条 甲及び乙は、この協定が円滑に運用されるよう、平素から必要に応じて、情

報の交換を行うものとする。 
（有効期間） 
第８条 この協定の有効期間は、協定書締結日から 1 年間とする。なお、期間満了の

１ヶ月前までに甲乙双方又はいずれか一方からの特段の意思表示がない場合は、こ

の協定はさらに１年間更新されるものとし、以後も同様とする。 
（協議） 
第９条 この協定に定めのない事項及びこの協定に関し疑義が生じた場合は、甲乙が

協議の上、これを定めるものとする。 
 
  この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙両者記名押印の上、各１

通を保有する。 
 
平成２３年１０月２４日 
          

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２ 
    甲  愛 媛 県 

    知     事       
 
    東京都品川区大崎一丁目１１番２号 ゲートシティ大崎イーストタワー 

乙 株式会社ローソン 

代表取締役社長 

 

(注)１ 同様の協定を以下の８社と締結している。 

  ２ ㈱オートバックスセブンについては、第３条第１項第２号から第５号を、次のとおりとする。 

   (２）乙の店舗において、徒歩帰宅者に対し、ラジオの音声による災害関連情報を提供するとともに、

地図等による道路情報及び近隣の避難場所に関する情報を提供すること。 

(３) 乙の店舗において、徒歩帰宅者に対し、一時的に休憩の場を提供すること。 

(４) 乙の店舗において、徒歩帰宅者に対し、充電機の使用による携帯電話の充電を行わせること。 

(５）乙の店舗において、徒歩帰宅者に対し、使用済みのダンボール等を提供すること。 

３ ㈱ダスキンについては、第２条第１項中「乙の直営店及び乙のフランチャイズチェーン契約によ

り加盟されている店舗」を、「乙が直営する及び乙のフランチャイズチェーン契約により加盟され

ているミスタードーナツ店舗」と読み替えることとする。 

 

会社名 協定締結年月日 

㈱デイリーヤマザキ 平成 23 年 10 月 24 日 

ミニストップ㈱ 平成 23 年 10 月 24 日 

㈱ポプラ 平成 23 年 10 月 24 日 

㈱モスフードサービス 平成 23 年 10 月 24 日 

㈱吉野家 平成 23 年 10 月 24 日 

㈱壱番屋 平成 23 年 10 月 24 日 

㈱オートバックスセブン 平成 23 年 10 月 24 日 

㈱ダスキン 平成 24 年 11 月 1 日 

 



  

１２－１４ 災害時における被災者への支援活動に関する協定書 

 

 

 愛媛県（以下「甲」という。）とイオンリテール株式会社 （以下「乙」という。）は、次のとお

り災害時における被災者への支援活動に関する協定を締結する。 

 

 （主旨） 

第１条 この協定は、地震等による大規模災害が発生した場合において、被災者を支援するため、

必要な事項を定めるものとする。 

 

 （協力の内容） 

第２条 甲は、乙に対し、災害時に次の事項について、協力を要請することが出来る。 

（１） 乙の所有または管理する駐車場を、一時避難場所として被災者に提供すること。 

（２） 乙の店舗において、被災者に対し、水道水（井戸水）、トイレ等を可能な範囲で提供するこ

と。 

（３） 乙の店舗において、被災者に対し、テレビ・ラジオ等で知り得た災害関連情報を可能な範囲

で提供すること。 

（４） 乙の店舗において、被災者に対し、食料・生活物資等を可能な範囲で提供すること。 

２ 甲及び乙は、前項に定めのない事項については、相互に協力を要請することができる。 

 

 （要請の方法） 

第３条 前条の規定による甲の要請（以下「要請」という。）は、文書をもって行うものとする。 

但し、緊急を要するときは、口頭または電話をもって要請し、事後、速やかに文書を提出するも

のとする。 

 

 （連絡責任者の報告） 

第４条 この協定に関する連絡責任者は、連絡責任者名簿（別紙）により協定締結後速やかに相手

方に報告するものとし、変更があった場合には直ちに相手方に報告するものとする。 

２ 甲及び乙は、緊急時の連絡体制、連絡方法等について協議し定めておくものとする。 

 

 （費用の負担） 

第５条 第２条第１項第４号及び第２条第２項に規定する防災協力の実施に要した費用の負担に

ついては、甲及び乙が協議して決定するものとする。物資の価格は、災害発生時直前における適

正価格とし、その代金は適法な支払請求書を受理してから 30 日以内に甲が乙に支払うものとす

る。 

 

 （情報の交換） 

第６条 甲及び乙は、この協定が円滑に運用されるよう、平素から必要に応じて、情報の交換を行 

うものとする。 

 

 （協定書の有効期間） 

第７条 この協定書の有効期間は、協定締結の日から平成２５年３月３１日までとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、期間満了の1ヵ月前までに、甲及び乙が協議し更新拒絶の意思表示



がないときは、期間満了の翌日から起算して引き続き1年間効力を有するものとし、以後期間満

了のときも同様とする。 

 

 （疑義等の決定） 

第８条 この協定に定めのない事項、又はこの協定に関して疑義が生じたときは、甲及び乙が協議

のうえ、これを定めるものとする。 

 

この協定の成立を証するため本書を２通作成し、甲乙丙それぞれ記名押印のうえ、各自1通を保

有する。 

 

 

平成２４年８月２１日 

 

 

             愛媛県松山市一番町四丁目４番地２ 

          甲  愛 媛 県 

             知   事        中 村 時 広 

 

 

             広島県広島市南区段原南一丁目３番５２号 

          乙  イオンリテール株式会社 中四国カンパニー 

支 社 長        末 次 綱 三 

 

 

 

           

 

 

 

 

          



別紙 

連絡責任者名簿 

平成 年 月 日現在 

防災活動協力に関する協定書 

【愛媛県】 

１ 連絡責任者 

〒、住所  

部 課 名  

役職・氏名  

Ｔ Ｅ Ｌ  

 

携      帯  

Ｆ Ａ Ｘ  

２ 担当連絡先 

項   目 第１連絡先 第２連絡先 

役職・氏名   

携      帯   

 Ｔ Ｅ Ｌ  

Ｅ－ｍａｉｌ  

 

 

【イオンリテール株式会社】 

 １ 連絡責任者 

〒、住所  

部 課 名  

役職・氏名  

Ｔ Ｅ Ｌ  

携   帯  

Ｆ Ａ Ｘ  

  ２ 担当連絡先 

項   目   

役職・氏名   

携   帯   

Ｔ Ｅ Ｌ  

Ｅ－ｍａｉｌ  

 



 

１２－１５ 災害時における帰宅困難者支援に関する協定書（防災危機管理課） 

 

（目的） 

第１条 愛媛県（以下「甲」という。）と株式会社セブン-イレブン・ジャパン（以下

「乙」という。）は、地震等の発生時（以下「災害時」という。）に交通が途絶した

場合において、駅、事業所、学校等に滞留する多数の通勤者、通学者、観光客等の

うち、帰宅が困難な者（以下「帰宅困難者」という。）を支援する災害時帰宅支援

ステーション（以下「支援ステーション」という。）の設置などについて、必要な

事項を定めるため、この協定を締結するものとする。 

 

（対象店舗） 

第２条 甲は、乙が、直営店方式又はフランチャイズ方式による年中無休２４時間営

業のコンビニエンスストアセブン-イレブン店（以下「セブン-イレブン店」という。）

を展開し、フランチャイズ方式においては、乙と別途独立した経営主体（以下「オ

ーナー」という。）がセブン-イレブン店を経営していることを理解するものとする。 

２ この協定は、愛媛県内における乙の直営店、及びオーナーが経営する店舗のうち

支援ステーションの設置に賛同し、第４条各号の全部又は一部について支援可能な

店舗（以下「対象店舗」という。）を対象とするものとする。 

 

（支援ステーションの設置） 

第３条 甲は、災害時に、乙に対し、支援ステーションの設置を依頼することができ

るものとする。 

２ 乙は、フランチャイズチェーン本部として、オーナーに対し、最大限の努力をも

って支援ステーションの設置を推奨するものとする。 

３ 乙は、セブン-イレブン店ごとの支援ステーションの設置の可否について、甲に

情報提供するものとする。 

 

（支援の内容） 

第４条 甲は、乙に対し、災害時に、対象店舗が次の各号に掲げる協力を支援ステー

ションとして実施することを要請することができるものとする。 

(1) 対象店舗において、帰宅困難者に対し、水道水、トイレ等の提供をすること。 

(2) 対象店舗において、帰宅困難者に対し、地図等による道路情報、ラジオ等で知

った通行可能な道路に関する情報を提供すること。 

２ 甲及び乙は、前項に定めのない事項について、可能な範囲で相互に協力を求める

ことができるものとする。 

 

（支援の実施） 

第５条 乙は、前条の規定により甲から支援の要請を受けたときは、その緊急性に鑑

み、可能な範囲内において、前条に規定する支援を実施するものとする。ただし、

通信の途絶等の事由により、甲が乙に要請を行うことができないときは、乙は、甲

の要請を待たずに、対象店舗に対し、状況に応じ自主的に可能な範囲において支援



 

を実施することを求めることができるものとする。 

 

（支援ステーション・ステッカーの掲出） 

第６条 乙は、対象店舗に対し、住民に対する支援ステーションとしての取組みの周

知と防災に対する意識啓発のため、甲が提供する「支援ステーション・ステッカー」

（以下「本件ステッカー」という。）の掲出を求めるものとする。 

２ 甲は、対象店舗へ掲出中の本件ステッカーの劣化等を鑑みて、毎年２月１日まで

に、本件ステッカーの次年度の更新数を乙に確認し、必要数を提供するものとする。 

 

（経費の負担） 

第７条 第４条に規定する支援の実施に要した経費は、当該支援を実施した者が負担

するものとする。 

２ 本件ステッカーを作成する費用は、甲が負担するものとする。 

 

（情報の交換等） 

第８条 甲及び乙は、この協定が円滑に運用されるよう、平素から必要に応じて、情

報の交換を行うものとする。 

 

（有効期間） 

第９条 この協定の有効期間は、協定締結日から１年間とする。ただし、この期間満

了の１ヶ月前までに、甲乙いずれからも協定解除の申し出がないときは、さらに１

年間延長するものとし、その後においても同様とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、甲乙いずれかがこの協定を解除しようとするときは、

解除しようとする日の１箇月前までに書面により相手方に通知するものとする。 

 

（協議） 

第１０条 この協定に定めのない事項及びこの協定に関し疑義が生じた場合は、甲乙

が協議の上、これを定めるものとする。 

 

 この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、両者記名押印の上、各自その１

通を保有するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

平成２８年 ３月 ９日 

          

甲 愛媛県松山市一番町４丁目４－２ 

                     

愛媛県知事  中 村 時 広 

                  

 

 

          乙 東京都千代田区二番町８番地８ 

 

株式会社セブン-イレブン・ジャパン 

代表取締役社長  井 阪 隆 一 

 



（１） 防火地域決定状況（令和6年3月31日現在）

年月日 告示番号 年月日 告示番号

松山広域 松山市 77.7 S27.11.10 建告第1377号 R1.6.24 市告第 276号

今治広域 今治市 7.1 S35.12. 9 建告第2604号 S37.8.10 建告第1950号

合　　計 ２市 84.8

（２） 準防火地域決定状況（令和6年3月31日現在）

年月日 告示番号 年月日 告示番号

松山市 915.8 S24.10.13 建告第 847号 R1.6.24 市告第 276号

伊予市 5.8 H28.2.29 市告第 29号

今治広域 今治市 152.0 S24.10.13 建告第 849号 H8.5.31 市告第　91号

新 居 浜 新居浜市 114.0 S26. 5.23 建告第 434号

西　  条 西条市 40.0 S43.10.23 建告第3174号 H21.1.13 市告第　 7号

H6. 2. 1 市告第1号（旧川之江）

H4. 4. 1 市告第44号(旧伊予三島）

八 幡 浜 八幡浜市 52.7 S47. 8. 1 市告第　33号 S57.2.23 市告第　11号

宇 和 島 宇和島市 85.0 S24.10.13 建告第 848号 H9.12.24 市告第  46号

合　　計 ８市 1,436.0

松山広域

　当初決定 最終変更

都市計画区域名 都 市 名 面積（ha）
当初決定

　　　　　１２－１６　防火地域及び準防火地域の決定状況（都市計画課)

四国中央 四国中央市 H27.7.3 市告第 116号

最終変更

70.7

都市計画区域名 都 市 名 面積（ha）



                           

１２－１７ 愛媛県被災宅地危険度判定協議会規約（都市計画課） 
                                  

（目的） 

第１条 本会は、大規模な地震等により被災した宅地の危険度判定を行う被災宅地危険

度判定を迅速かつ的確に実施するため、県と市町相互の連絡･支援体制など被災宅地危

険度判定制度を整備することにより、被災時における住民の安全を確保することを目

的とする。 

（名称） 

第２条 本会は、愛媛県被災宅地危険度判定協議会（以下「協議会」という。）と称す

る。 

（所管事務） 

第３条 協議会は、第１条の目的を達成するために、次の各号に掲げる事務を行う。 

(1) 被災宅地危険度判定の実施に関すること 

(2) 被災宅地危険度判定に使用する資機材の備蓄に関すること 

(3) 被災宅地危険度判定士の養成及び登録への協力に関すること 

(4) 調査、研究及び情報収集に関すること 

(5) 地元住民への周知に関すること 

(6) その他目的達成に必要な事項に関すること 

（構成） 

第４条 協議会は、愛媛県及び県内の市町で構成する。 

２ 協議会の委員は、被災宅地危険度判定の担当課長とする。 

（役員） 

第５条 協議会に次の役員を置く。 

(1) 会 長 １名 

(2) 副会長 １名 

２ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は会長が欠けたときはその職務

を代行する。 

３ 会長は、愛媛県土木部道路都市局都市計画課長とし、副会長は、委員の中から会長

が選任する。 

（総会の招集等） 

第６条 総会は委員をもって組織する。 

２ 総会は毎年度１回開催するほか、会長が必要に応じ招集する。 

３ 総会は、書面によって表決する総会とすることができる。 

４ 総会の議長は会長が務める。 

（総会の権能） 

第７条 総会は、次の事項を議決する。 

(1) 規約及び要綱の制定並びに改正 

(2) 事業計画 

(3) その他協議会運営に関する重要な事項 

（定足数及び議決の方法） 

第８条 総会は委員の過半数の出席により成立する。 

２ 総会の議事は出席委員の過半数の同意をもって決し、可否同数の場合は、議長の決

するところによる。 

３ 書面によって表決する総会においては、表決した委員は、総会に出席したものとみ



なす。 

（特別決議） 

第９条 次の各号に掲げる事項に関する総会の議事は、前条第２項の規定にかかわらず、

出席委員の３分の２以上の同意をもって決する。 

(1) 規約及び要綱の制定並びに改正 

(2) 協議会の解散 

（事業年度） 

第 10条 協議会の事業年度は、毎年 4月 1日に始まり翌年 3月 31日に終わる。 

（事務局） 

第 11条 協議会の事務局は、愛媛県土木部道路都市局都市計画課に置く。 

（負担金） 

第 12 条 委員は、協議会の運営に必要な費用として、別に定める負担金を協議会に納

入することとする。 

（その他） 

第 13条 この規約に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。 

 

   附 則 

１ この規約は、平成１６年 ２月１９日から施行する。 

２ この規約は、平成１６年 ８月 ２日から施行する。 

３ この規約は、平成１６年 12月  ８日から施行する。 

４ この規約は、平成１７年 ４月２５日から施行する。 

５ この規約は、平成１７年 ９月 ７日から施行する。 

６ この規約は、平成２７年 ５月１４日から施行する。 

  



                         

１２－１８ 愛媛県被災宅地危険度判定実施要綱（都市計画課） 

 

愛媛県被災宅地危険度判定協議会 

 

 (目的) 

第１条 この要綱は、市町において、災害対策本部が設置されることとなる規模の地

震又は降雨等の災害（以下「大地震等」という。）により、宅地が大規模かつ広範

囲に被災した場合に、被災宅地危険度判定士（以下「宅地判定士」という。）を活

用して被害の発生状況を迅速かつ的確に把握し、被災宅地危険度判定を実施するこ

とによって、二次災害を防止し又は軽減して住民の安全の確保を図ることを目的と

する。 

 

 (用語の定義) 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定

めるところによる。 

 （1）宅地 宅地造成等規制法(昭和３６年法律第１９１号)第２条第１号に規定する

宅地のうち住居である建築物の敷地及び被災宅地危険度判定の必要を認める建築

物等の敷地並びにこれらに被害を及ぼすおそれのある土地をいう。 

 （2）被災宅地危険度判定 宅地判定士の現地踏査により、宅地の被災状況を調査し、

変状項目ごとの配点から危険度を分類することをいう。 

 （3）宅地判定士 被災宅地危険度判定を実施する者として、愛媛県被災宅地危険度

判定士登録要綱に基づき登録した者をいう。 

 

 (事前準備) 

第３条 県は、被災宅地危険度判定に関し、県内の市町、関係団体等の間の調整を行

うとともに、国土交通省、他の都道府県等と連携して、被災宅地危険度判定の円滑

な実施を支援する体制を整備する。 

２ 市町は、被災宅地危険度判定を円滑に実施することができる体制を整備する。 

３ 県及び市町は、被災宅地危険度判定について、住民に周知させるため必要な措置

を講じる。 

 

 (被災宅地危険度判定の責任体制等) 

第４条 この要綱による被災宅地危険度判定は、被災した市町が行うものとする。 

２ 宅地判定士の派遣を要請した市町は、当該宅地判定士が実施する被災宅地危険度判

定及び被災宅地危険度判定の実施に伴い生ずる責任を負うものとする。 

３ 宅地判定士の派遣を要請した市町及び県は、原則として、被災宅地危険度判定の

実施に係る経費を負担するものとする。ただし、派遣を要請された市町及び都道府

県と十分協議するものとする。 

 

 (被災宅地危険度判定の実施) 

第５条 市町は、宅地の被害に関する情報に基づき、必要があると認めるときは被災



宅地危険度判定の対象となる区域及び宅地を定め、宅地判定士の協力のもとに、被

災宅地危険度判定を実施する。 

２ 市町は、被災宅地危険度判定の実施のための支援を県に要請することができる。

その場合、県は、宅地判定士に協力を要請する等の措置を講じる。 

 

 (被災宅地危険度判定結果の表示等) 

第６条 市町は、二次災害を防止し、又は軽減するために、被災宅地危険度判定の結

果を当該宅地に表示する等の措置を講じる。 

 

 (他の都道府県等に対する支援要請) 

第７条 県は、市町から第５条第２項の規定による要請を受けた場合において、必要

があると認めるときは、国土交通省、他の都道府県等に対し被災宅地危険度判定の

実施のための支援を要請する。 

 

 (資機材の調達及び備蓄) 

第８条 県及び市町は、被災宅地危険度判定に必要な資機材の調達及び備蓄に努める。 

 

 (他の都道府県に対する支援) 

第９条 県は、他の都道府県から被災宅地危険度判定の実施のための支援を要請され

た場合には、宅地判定士の派遣等の措置を講じる。 

 

 (その他) 

第１０条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は愛媛県被災宅地危険度判定協

議会が別に定める。 

 

  附 則 

この要綱は、平成１６年２月１９日から施行する。 

この要綱は、平成１７年４月２５日から施行する。 

この要綱は、平成２０年４月１８日から施行する。 
 



１２－１９ 災害時の動物救護活動に関する協定（薬務衛生課） 

 

愛媛県（以下「甲」という。）と社団法人愛媛県獣医師会（以下「乙」という。）とは、

災害時における動物の救護活動の実施について、次のとおり協定を締結する。 

 

 （趣旨） 

第１条 この協定は、災害対策基本法（昭和 36 年法律第 233 号）第 40 条第１項の規定

による愛媛県地域防災計画に基づき、甲が行う動物救護に対する乙の協力に関し必要

な事項を定めるものとする。 

 （対象動物） 

第２条 救護活動の対象となる動物は、犬及び猫とする。 

２ 前項に定めのない動物を救護活動の対象とする場合は、甲と乙が協議の上、決定す

るものとする。 

 （協力の要請） 

第３条 甲は、動物救護活動を実施する必要が生じた場合は、乙に対し協力を要請する

ものとする。 

２ 乙は、前項の規定により、甲から要請を受けた場合は、直ちに動物救護活動を行う

ものとする。 

３ 乙は、緊急を要すると判断した場合は、甲の要請の有無にかかわらず、動物救護活

動を行うことができる。 

４ 乙は、前項の規定により、動物救護活動を行った場合は、このことを甲に報告する

ものとする。 

 （協力要請の手続） 

第４条 甲は、乙に協力を要請する場合は、次の事項を明らかにして、文書により行う

ものとする。ただし、緊急の場合は、電話その他の方法により行うことができる。 

 ⑴ 活動の内容 

 ⑵ 活動を行う場所 

 ⑶ 活動を行う日時 

 ⑷ その他必要な事項 

 （動物救護活動の場所） 

第５条 乙は、甲もしくは乙が設置する被災動物救護センター、市町が開設する避難所

又は甲が適当と認める施設において、動物救護活動を実施するものとする。 

 （動物救護活動の内容） 

第６条 甲が乙に協力を要請する動物救護活動の内容は次のとおりとする。 

 ⑴ 負傷した動物への応急手当に関すること 

 ⑵ 被災動物の一時保管に関すること 

⑶ 被災動物にかかる情報提供に関すること 

⑷ 動物救護施設の管理運営に関すること 

⑸ 施設、設備及び物資の提供その他必要な災害応急業務に関すること 

 （連絡体制） 

第７条 この協定の運用等に関しての連絡窓口は、甲にあっては保健福祉部健康衛生局

薬務衛生課、乙にあっては乙の事務局とする。 

２ 甲は、災害発生時に関係団体等との連絡調整を実施するものとする。 



 （動物救護活動の履行） 

第８条 甲及び乙は、要請を受けた事項に関して、可能な限り、誠意を持って必要な活

動を実施するものとする。 

２ 甲と乙は活動を円滑かつ効果的に遂行するため、適宜、情報交換を行うものとする。 

 （費用負担） 

第９条 甲は、可能な限り、乙が動物救護活動のために必要とする用地、施設、設備そ

の他を提供する。 

２ 乙は、ボランティアの活用、寄附金の利用並びに企業、団体及び個人による寄付物

品を用いるなどの方法で、経費を最小限にするよう努めるものとする。 

 （損害補償） 

第 10条 甲は、この協定に基づき乙が行った動物救護活動に係わる従事者の損害補償に

ついては、乙と協議の上、補償するものとする。 

 （動物救護活動の停止） 

第 11条 乙は、救護活動が極めて困難又は不可能と認める場合は、甲に対して救護活動

の要請の解除を申し入れることができるものとする。 

２ 甲は、前項の申し入れがあった場合は、乙と協議の上、救護活動の要請を解除する

ことができるものとする。 

 （活動の終了） 

第 12条 甲は、災害が終息し救護活動を継続する必要がないと認められる場合は、乙と

協議して、救護活動を終了するものとする。 

 （協議） 

第 13条 この協定に関し、疑義又は定めのない事項が生じたときは、その都度甲乙協議

して決定するものとする。 

 （協定の期間及び更新） 

第 14条 この協定は、締結の日から効力を発し、甲又は乙からの申し出がない限り継続

するものとする。 

 

 この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自その１通

を保有する。 

 

 平成２４年３月１３日 

 

           甲 愛媛県松山市一番町四丁目４－２ 

             愛媛県知事 中村 時広 

 

             愛媛県松山市三番町四丁目４－７ 

           乙 社団法人愛媛県獣医師会 

             会長 寺町 光博 

 



 

１２－２０ 災害時における被災住宅の応急修理等に関する協定書 

（建築住宅課） 

（趣旨） 

第１条 この協定は、愛媛県地域防災計画（昭和 38年８月２日策定。以下「県計画」という。）

に基づく被災住宅の応急修理等（次条に掲げる災害応急対策業務をいう。以下同じ）に関し

て、愛媛県（以下「甲」という。）が一般社団法人愛媛県中小建築業協会（以下「乙」とい

う。）に協力を要請するに当たって必要な事項を定めるものとする。 

 

（定義） 

第２条 この協定における災害応急対策業務は次に掲げるものとする。 

一 災害救助法（昭和 22年法律第 118号）第４条第 1項第 6号に規定する応急修理 

二 災害救助法施行令（昭和 22年政令第 225号）第２条第 1項第 2号に規定する住居等に 

流入した土石等障害物の除去 

三 前各号に必要となる建築資機材の調達及び建設業者の斡旋  

四 住宅の応急復旧の技術指導及び融資制度の利用等に関する建築相談 

 

（協力要請） 

第３条 甲（災害救助法第 13 条の規定に基づき、甲が応急修理等を市町の長に委任した場合

は、当該市町の長。以下次条から第６条まで同じ。）は、応急修理等に関して乙に協力を要

請しようとするときは、住宅の被災状況、応急修理等の実施方針その他必要な事項を書面に

より乙に連絡するものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、緊急を要する場合は、電話その他の方法によることができる。

この場合において、甲は、速やかに、前項の書面を乙に提出しなければならない。 

  

（協力） 

第４条 乙及び乙の会員（以下「乙等」という。）は、前条の要請があったときは、可能な限

り甲に協力するものとする。 

 

（応急修理等） 

第５条 乙等は、甲の指示に従い応急修理等を行うものとする。 

 

（費用の負担） 

第６条 乙等が応急修理等（第２条第 1 項第三号のうち建設業者の斡旋及び同条第四号を除

く。）に要した費用（災害救助法施行細則別表１に定める限度額の範囲内に限る。）は、甲

が負担するものとし、支払いの方法は甲乙協議によるものとする。 

 

（連絡窓口） 

第７条 この協定に関する連絡窓口は、甲においては愛媛県土木部都市局建築住宅課とし、乙

においては一般社団法人愛媛県中小建築業協会事務局とする。 

 

（会員名簿等の提供） 

第８条 乙は、この協定に係る乙の業務担当者名簿及び乙に加盟する会員の名簿を１年に１回、

甲に提供するものとし、担当者又は会員に異動があったときは、その都度甲に報告するもの

とする。 

 

 

 



 

（市町長協定との調整） 

第９条 乙等が県内市町長と同様の協定を締結している場合は、市町長との協定を優先するも

のとする。 

 

（協議） 

第 10 条 この協定に定めるもののほか、必要な事項については、その都度甲乙協議して定め

るものとする。 

 

（有効期間） 

第 11 条 この協定は、締結の日から効力を有するものとし、甲又は乙が文書をもって協定の

終了を通知しない限り、その効力は持続するものとする。 

 

この協定を証するため、本書２通を作成し、甲、乙記名押印のうえ各自その１通を保有する。 

 

 

 

 平成２７年 ５月１９日 

 

 

               甲 愛媛県松山市一番町四丁目４番地２ 

                 愛媛県 

 

知   事   中 村  時 広 

 

 

 

 

乙 愛媛県松山市勝山町二丁目３番地１ 

                 一般社団法人愛媛県中小建築業協会 

 

                 会   長   菊 池  完 二 



１２－２１ 大規模災害時における支援活動に関する協定書（薬務衛生課） 

 

愛媛県（以下「甲」という。）と一般社団法人愛媛ビルメンテナンス協会（以下「乙」

という。）及び愛媛県ビル管理協同組合（以下「丙」という。）は、地震等の大規模

災害発生時における避難所等の建物清掃及び消毒等の環境衛生に関して、次のとお

り協定を締結する。 

 

（趣旨） 

第１条 この協定は、愛媛県内において地震等の大規模災害（以下「災害」という。）

が発生した場合に、甲が乙及び丙に避難所等建築物の清掃及び消毒等の協力を要

請するに当たって、必要な事項を定めるものとする。 

 

  （定義） 

第２条 この協定において、「避難所等建築物」とは、地方公共団体が管理又は指定

する災害時の避難所や資機材の備蓄場所など、災害応急上重要な施設をいう。 

 

（協力の要請） 

第３条 甲は、災害時において必要と認めるときは、又は市町（一部事務組合を 

含む。）から要請があったときは、次の各号の業務（以下「協力業務」という。） 

について、乙及び丙に協力を要請することができるものとする。 

（１）避難所等建築物の環境衛生に関する被害調査及び対処方法の甲に対する 

報告 

（２）避難所等建築物の応急的措置 

    ア 清掃及び消毒等環境衛生の応急的措置（人員の支援、機材の支援、薬剤

の提供等） 

    イ その他甲が必要と認める業務 

 

 ２ 前項の甲の乙及び丙に対する要請は、避難所等建築物の対処方法等報告要請書 

（別記様式１）及び避難所等建築物の応急的措置要請書（別記様式２）により行 

  うものとする。ただし、緊急を要する場合は口頭又はその他の方法をもって行う 

  こととする。 

 

 ３ 乙及び丙は、この協定に基づく協力業務が円滑に行われるよう、あらかじめ協 

力体制を整備し、その内容を甲に報告するものとする。 

 

 ４ 乙及び丙は、前項に基づく報告の内容に変更が生じたときは、速やかに甲に報 

告するものとする。 

 



 ５ 乙及び丙は、第１項の要請があったときは、協力業務に可能な限り協力するも 

のとする。 

 

 ６ 乙及び丙は、協力業務を実施したときは、避難所等建築物の対処方法等報告書 

（別記様式３）及び避難所等建築物の応急的措置完了報告書（別記様式４）によ 

り甲に報告するものとする。 

 

（費用の負担） 

第４条 前条第１項第１号に規定する被害状況及び対処方法の報告に要する費用は、 

乙及び丙の負担とする。 

 

 ２ 前条第１項第２号に規定する応急的措置に要する費用のうち、人件費、旅費交 

通費及び機材損耗費等業務に伴う諸経費については、無償を基本とする。ただし、 

乙及び丙の通常の業務を超えた旅費交通費が要する場合は、甲（甲が市町からの 

要請に基づき乙及び丙に協力を要請したときは市町）と乙及び丙で協議するもの 

とする。 

 

 ３ 前条第１項第２号に規定する応急的措置に要する費用のうち、実費相当額（薬 

剤費、材料費）は、甲（甲が市町からの要請に基づき乙及び丙に協力を要請した 

ときは市町）の負担とする。 

 

 ４ 前項の実費相当額は、災害発生直前における通常の単価より算出した額を基準 

として、甲と乙及び丙が協議して定めるものとする。 

 

（第三者に対する損害） 

第５条 第３条第１項の業務の処理に関し発生した事故に関する損害（第三者に及 

ぼした損害を含む。）のために必要を生じた経費は、当該業務を処理する乙及び丙 

の会員が負担するものとする。ただし、その損害の発生が甲の責めに帰すべき理 

由による場合においては、この限りではない。 

 

（派遣される社員等の身分） 

第６条 派遣される社員等は、乙及び丙の会員からの依頼により、業務に従事する 

ものとする。ただし、愛媛県知事が災害対策基本法（昭和 36年 11月 15日法律第 

223号）第 71条第１項の規定に基づく従事命令を発した場合は、同法の規定に 

基づくものとする。 

 

（有効期間） 

 第７条 この協定は、協定締結の日からその効力を有するものとし、甲乙丙いずれ



からも文書による終了の意思表示がないかぎり、その効力を継続する。 

 

（疑義の解決） 

 第８条 この協定に定めのない事項及びこの協定に関して疑義が生じたときは、そ 

の都度、甲と乙及び丙が協議して定めるものとする。 

 

 

この協定の締結の証とするため、本協定書３通を作成し、甲乙丙記名押印のうえ、 

各自その１通を保有するものとする。 

  

 平成 28年３月 28日 

 

       甲  愛媛県松山市一番町四丁目４番地２ 

 

           愛媛県 

                

知 事  中村 時広 

 

 

       乙  愛媛県松山市本町七丁目２番地 

 

            一般社団法人 愛媛ビルメンテナンス協会 

   

         会 長  武智 健 

 

 

  丙  愛媛県松山市本町七丁目２番地 

 

      愛媛県ビル管理協同組合 

   

         理事長  八石 昌明 

 

 

 

 

 

 

 



 

様式１ （第３条第２項関係） 

 

        避難所等建築物の対処方法等報告要請書 

 

                          平成  年  月  日 

 

 

一般社団法人  

 愛媛ビルメンテナンス協会 

  会長           様 

 愛媛県ビル管理協同組合 

  理事長          様 

 

 

                       愛媛県知事 

 

 大規模災害時における支援活動に関する協定第３条第２項の規定に基づき、次の 

施設について被害状況及び対処方法の報告を要請します。 

 

 〇 対象施設 

施設名     所   在   地 連絡先 

 

 

  

 

 

  

 

 

  

 

 

  

 

 

  

 

 

 

 

 



 

様式２ （第３条第２項関係） 

 

          避難所等建築物の応急的措置要請書 

 

                         平成  年  月  日 

 

一般社団法人  

 愛媛ビルメンテナンス協会 

  会長           様 

 愛媛県ビル管理協同組合 

  理事長          様 

 

                       愛媛県知事 

 

 大規模災害時における支援活動に関する協定第３条第２項の規定に基づき、次の 

とおり応急的措置を要請します。 

 

１ 要請内容 

（１） 避難所等建築物の施設名及び所在地 

 

（２） 避難所等建築物の規模 

 

（３）清掃・消毒等の要請日 

平成  年  月  日から平成  年  月  日まで 

 

（４）要請人員 

        名 

  （５）機材等の要請 

       

① 自動床洗浄機       台 ② ウェットバキューム    台 

③ ドライバキューム     台 ④ 高圧洗浄機        台 

⑤ 消毒用機材 ⑥ 清掃道具         式 

 

 ２ 清掃に関する連絡先 

 

 ３ その他 



様式３（第３条第６項関係） 

 

          避難所等建築物の対処方法等報告書 

 

                         平成  年  月   日 

 

 愛媛県知事           様 

 

 

                  一般社団法人  

愛媛ビルメンテナンス協会 

 会長            

                  愛媛県ビル管理協同組合 

                     理事長           

 

  大規模災害時における支援活動に関する協定第３条第６項の規定に基づき、次の

とおり報告します。 

 

 １ 施設名 

 

 

 ２ 被害状況及び対処方法等 

   

 

  場    所 

 

被害状況及び対処方法 

（現状、今後の被害拡大の 

見通し及び対処方法等） 

 

  備 考 

   

   

   

   

   

 

 ３ その他（添付書類、状況写真等） 

 

 



様式４（第３条第６項関係） 

  

         避難所等建築物の応急的措置完了報告書 

 

                          平成  年  月  日 

 

  

愛媛県知事          様 

 

 

                 一般社団法人  

愛媛ビルメンテナンス協会 

 会長            

                  愛媛県ビル管理協同組合 

                     理事長           

 

 大規模災害時における支援活動に関する協定第３条第６項の規定に基づき、次の

とおり報告します。 

 

 （応急的措置の実施内容） 

 

１ 避難所等建築物の施設名及び所在地 

 

２ 清掃・消毒等の実施日 

 

３ 支援人員 

 

４ 内容 

 

５ その他（添付書類、業務状況写真等） 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

協 定 書 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     愛  媛  県 

      一般社団法人愛媛ビルメンテナンス協会 

      愛 媛 県 ビ ル 管 理 協 同 組 合     



１２－２２ 災害時等の連携協力に関する協定書（防災危機管理課） 

 

愛媛県（以下「甲」という。）と株式会社愛媛銀行(以下「乙」という。)は、

平常時における地域防災力の向上や地震、風水害その他の災害が発生した場合

（以下「災害時」という。）における救援等において、乙が実施する業務の提

供に関し、次のとおり協定を締結する。 

 

（趣旨） 

第１条 この協定は、平常時における防災意識の普及啓発活動や災害時におけ

る被災者への支援及び救助活動等を行うために必要な業務に関し、甲及び乙

が連携協力するために必要な事項を定めるものとする。 

（業務） 

第２条 乙が甲と連携協力して実施する業務は、次のとおりとする。 

(1) 防災対策サポーター（仮称）等による防災意識の普及啓発活動 

(2) 行員の自主防災組織への加入や防災訓練への参加 

(3) 災害時における情報の共有 

(4) 災害時における被災者への支援 

(5) 災害時における所有施設等の活用 

(6) 災害時における金融活動に関する円滑な対応 

（協力の要請等） 

第３条 乙は、平常時において、前条第１号及び第２号の業務について甲と連

携して取り組むものとする。 

２ 甲は、災害時に必要があると認めたときは、乙に前条第３号から第６号ま

でに規定する業務について協力を要請することができる。 

３ 乙は、前項の要請を受けたときは、当該要請のあった業務について可能な

範囲内において協力するものとする。 

４ 前２項の規定は、乙が自主的な判断に基づき協力することを妨げるもので

はない。 

（経費の負担） 

第４条 第２条の活動に要する費用は、原則として乙が負担するものとする。

ただし、甲が別途負担すると認めたものについては、この限りでない。 

（有効期間） 

第５条 この協定の有効期間は、締結の日から起算して１年間とする。ただし、

有効期間満了の日の１箇月前までに甲乙いずれからもこの協定を解除する旨

の意思表示がないときは、この協定は、さらに１年間更新されるものとし、

その後も同様とする。 



（疑義等の決定） 

第６条 この協定に定めのない事項及びこの協定の条項について疑義が生じた

ときは、その都度甲乙協議の上、これを決定するものとする。 

 

この協定の成立を証するため、本書２通を作成し、甲乙がそれぞれ署名押印

の上、各自その１通を保有するものとする。 

 

平成２７年１０月２１日 

 

 

                 愛媛県松山市一番町四丁目４－２ 

               甲 愛 媛 県 

 

                  知 事 中村 時広 

                    

 

 

                 愛媛県松山市勝山町２丁目１番地 

               乙 株式会社 愛媛銀行 

 

                  頭 取 本田 元広 

 

                    
 
（注）同様の協定を以下の２社と締結している。 

 
会社名 協定締結年月日 協定締結者 

株式会社伊予銀行 平成 27 年 10 月 21日 取 締 役 頭 取 大塚 岩男 
愛媛県信用農業協同組
合連合会 

平成 27 年 10 月 21日 代表理事理事長 関谷 幸男 

 



12-23 災害時等の連携協力に関する協定書（防災危機管理課） 

 

愛媛県（以下「甲」という。）と愛媛信用金庫(以下「乙」という。)は、平

常時における地域防災力の向上や地震、風水害その他の災害が発生した場合（以

下「災害時」という。）における救援等において、乙が実施する業務の提供に

関し、次のとおり協定を締結する。 

 

（趣旨） 

第１条 この協定は、平常時における防災意識の普及啓発活動や災害時におけ

る被災者への支援及び救助活動等を行うために必要な業務に関し、甲及び乙

が連携協力するために必要な事項を定めるものとする。 

（業務） 

第２条 乙が甲と連携協力して実施する業務は、次のとおりとする。 

(1) 防災対策サポーター（仮称）等による防災意識の普及啓発活動 

(2) 行員の自主防災組織への加入や防災訓練への参加 

(3) 災害時における情報の共有 

(4) 災害時における被災者への支援 

(5) 災害時における所有施設等の活用 

(6) 災害時における金融活動に関する円滑な対応 

(7) その他この協定の趣旨にふさわしい業務 

（協力の要請等） 

第３条 乙は、平常時において、前条第１号、第２号及び第７号の業務につい

て甲と連携して取り組むものとする。 

２ 甲は、災害時に必要があると認めたときは、乙に前条第３号から第７号ま

でに規定する業務について協力を要請することができる。 

３ 乙は、前項の要請を受けたときは、当該要請のあった業務について可能な

範囲内において協力するものとする。 

４ 前２項の規定は、乙が自主的な判断に基づき協力することを妨げるもので

はない。 

（経費の負担） 

第４条 第２条の活動に要する費用は、原則として乙が負担するものとする。

ただし、甲が別途負担すると認めたものについては、この限りでない。 

（有効期間） 

第５条 この協定の有効期間は、締結の日から起算して１年間とする。ただし、

有効期間満了の日の１箇月前までに甲乙いずれからもこの協定を解除する旨

の意思表示がないときは、この協定は、さらに１年間更新されるものとし、

その後も同様とする。 



（疑義等の決定） 

第６条 この協定に定めのない事項及びこの協定の条項について疑義が生じた

ときは、その都度甲乙協議の上、これを決定するものとする。 

 

この協定の成立を証するため、本書２通を作成し、甲乙がそれぞれ署名押印

の上、各自その１通を保有するものとする。 

 

平成２９年３月２２日 

 

 

                 愛媛県松山市一番町四丁目４番地２ 

               甲 愛 媛 県 

 

                  知 事 中村 時広 

                    

 

 

                 愛媛県松山市二番町四丁目２番地１１ 

               乙 愛媛信用金庫 

 

                  理事長 弓山 慎也 

 

                    
 
（注）同様の協定を以下の３金庫と締結している。 

 
会社名 協定締結年月日 協定締結者 

宇和島信用金庫 平成 29 年３月 22日 理事長 村尾 明弘 

東予信用金庫 平成 29 年３月 22日 理事長 横川 明英 

川之江信用金庫 平成 29 年３月 22日 理事長 髙原 達也 
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別紙１ 物資供給要請書（第２条関係） 

 

第    号  

平成  年  月  日  

 

 

西日本段ボール工業組合 

理事長          様 

 

 

愛媛県知事         印     

 

 

災害時における物資の供給等に係る協力要請について 

 

「災害時におけるダンボール製品の調達に関する協定」に基づき、下記のとおり物資の調達を要

請します。 

 なお、本要請に対する措置の状況を、同協定第４条第３項に定める措置状況報告書により報告願

います。 

 

記 

 

１ 災害及び応援を必要とする状況 

 

 

 

２ 応援を必要とする物資の内容等 

要請期間 要請物資 要請数量 搬入希望場所 

  月  日 

 ～  月  日 

   

 ※注 要請数量は、１日当たりの数量である。 

問い合わせ先      部     課 

 

担 当              

ＴＥＬ              

ＦＡＸ              

Ｅ－ｍａｉｌ              



 
 

別紙２ 措置状況報告書（第４条関係） 

 

平成  年  月  日  

 

 

愛媛県知事          様 

 

 

西日本段ボール工業組合        

理事長          印     

 

 

「災害時におけるダンボール製品の調達に関する協定」第４条第３項の規定に基づき、当組合の

措置の状況を下記のとおり報告します。 

 

記 

 

措置の状況 

実施年月日 出荷物資 出荷数量 搬入場所 

  
 

   

  
問い合わせ先              

 

担 当              

ＴＥＬ              

ＦＡＸ              

Ｅ－ｍａｉｌ              



 
 

別紙３ 連絡担当者届（第７条関係） 

 

 

 

連 絡 担 当 者 届 
 

 

【 愛媛県 】 

 １ 連絡担当者 

役職・氏名  

電 話 番 号    －   － 

携帯電話番号    －   － 

F A X 番 号    －   － 

 

 ２ 時間外及び休日の場合の連絡先 

項  目 第１連絡先 第２連絡先 

役職・氏名   

電 話 番 号    －   －    －   － 

携帯電話番号    －   －    －   － 

F A X 番 号    －   －    －   － 

 

 ３ 勤務時間及び休日 

  ・勤務時間：８：３０～１７：１５ 

  ・休  日：土日祝日、年末年始 

 

 

【 西日本段ボール工業組合 】 

 １ 連絡担当者 

役職・氏名  

電 話 番 号    －   －    

携帯電話番号    －   －  

F A X 番 号    －   － 

 

 ２ 時間外及び休日の場合の連絡先 

項  目 第１連絡先 第２連絡先 

役職・氏名   

電 話 番 号    －   －    －   － 

携帯電話番号    －   －    －   － 

F A X 番 号    －   －    －   － 

 

 ３ 勤務時間及び休日 

  ①勤務時間：９：００～１７：００ 

  ②休  日：土日祝日、盆、年末年始 



１２－２５

















１２－２６ 

災害時における民間賃貸住宅の被災者への提供に関する協定 

 

愛媛県（以下「甲」という。）及び公益社団法人全国賃貸住宅経営者協会連合会（以下

「乙」という。）は、災害時に甲及び乙が相互に協力して行う民間賃貸住宅の提供に関して、

次の条項により協定を締結する。 

 

（目的） 

第１条 この協定は、愛媛県において災害が発生した場合において、甲が、災害により住

宅を滅失し自己の資力によっては居住する住宅を確保できない被災者（以下単に「被

災者」という。）のための応急的な住宅（以下「応急借上げ住宅」という。）として、

民間賃貸住宅を提供するため、乙に協力を求めるに当たり、基本的な事項を定める

ものとする。 

 

（協力要請） 

第２条 甲は、災害が発生し必要と認める場合、乙に対し、応急借上げ住宅として被災者

に提供可能な民間賃貸住宅の情報提供及びその円滑な提供に向けた協力を要請でき

るものとする。 

 

（協力） 

第３条 乙は、前条の規定に基づく甲からの要請があった場合、応急借上げ住宅として提

供可能な民間賃貸住宅に関する情報提供及びその円滑な提供に向けて、甲に可能な

限り協力するものとする。 

 

（甲の役割） 

第４条 甲は、応急借上げ住宅の提供に関する次の各号に掲げる事務を行う。 

一 応急借上げ住宅として提供する民間賃貸住宅の募集に関すること 

二 応急借上げ住宅の借上げに関すること 

三 応急借上げ住宅入居者の入居許可及び退去に関すること 

四 応急借上げ住宅の賃料等の支払いに関すること 

五 その他関係者との調整に関すること 

２ 甲は、前項に掲げる業務の一部を、乙に委託することができる。 

 

（乙の役割） 

第５条 乙は、第３条に基づき甲に協力するため、応急借上げ住宅の提供に関する次の各

号に掲げる事務を行う。 

一 応急借上げ住宅の制度の事前周知並びに民間賃貸住宅の所有者及び転貸を目的

とする賃借人に対する応急借上げ住宅としての提供依頼及び意向確認に関するこ

と 



二 応急借上げ住宅として甲が借り上げようとする民間賃貸住宅の被災後の使用の

適否に係る確認に関すること 

三 応急借上げ住宅として活用可能な民間賃貸住宅の情報提供に関すること 

四 甲からの委託を受けた業務に関すること 

五 その他関係者との調整に関すること 

 

（協議） 

第６条 この協定の実施に関し必要な事項等については、甲及び乙の協議の上定めるもの

とする。 

 

（雑則） 

第７条 この協定は、平成 30 年 7 月 20 日から適用する。 

 

この協定を証するため、本書２通を作成し、甲、乙記名押印のうえ、各自１通を保有する。 

 

平成 30 年 7 月 20 日 

 

 

 

甲  愛媛県知事  中村 時広  印 

 

 

 

乙  公益社団法人 全国賃貸住宅経営者協会連合会 

         会長     三好  修  印 



大規模災害時における法律相談業務に関する協定書  

 

愛媛県（以下「甲」という。）と愛媛弁護士会（以下「乙」という。）とは、災害時

における法律相談業務に関し、次のとおり協定を締結する。  

 

 （趣旨）  

第１条 この協定は、愛媛県に地震、風水害その他の災害が発生した場合（以下「災

害時」という。）において、甲が乙に対して要請する法律相談業務に関し、必要な事

項を定める。  

 

 （協議）  

第２条   甲は、災害時における県民の不安解消のため、緊急に法律相談を行う必要が

生じたときは乙と協議の上、法律相談会を開催するものとする。  

２ 諸般の事情から乙において緊急に法律相談を行う必要が生じたと認め、乙から甲

に対し、その旨の告知があり、甲がその必要性を認めたときも、前項の例による。  

３ 法律相談会の開催について県内市町から要請があった場合には、甲、乙及び当該

市町で協議し、必要な調整を行うものとする。  

 

 （法律相談担当者の連絡）  

第３条 乙は、前条記載の協議の結果、法律相談を行う場合には、速やかに法律相談

担当者を選出し、甲へ法律相談担当者名簿を提出する。ただし、緊急を要するなど

事前に名簿を提出することがかなわない場合は、これを省略することができる。  

２ 法律相談担当者は、乙の会員弁護士であることを原則とする。ただし、諸般の事

情により乙の会員のみによる対応が困難な場合は、乙の会員でない弁護士を派遣す

ることができる。  

  

 （報告）  

第４条 乙は、実施した法律相談の件数、対象者、相談内容について随時甲に書面で

報告をするものとする。ただし、その具体的範囲は、弁護士が法令上遵守すべき守

秘義務に反しないものとする。  

  

 （相談業務に関する調整）  

第５条 第２条第１項及び第２項の規定に基づく法律相談会の実施に当たり必要な広

報及び会場の確保は、原則として甲において実施する。              

２ 第２条第３項の協議により、市町において法律相談会を実施する場合においては、 

必要な広報及び会場の確保は、原則として当該市町に依頼する。  

 

 （経費の負担）  

第６条 甲と乙は、この協定に基づく法律相談業務について、県民に対して無償で提

供することを相互に確認する。  

【１２－２７】



２ 甲は、乙に対し、この協定に基づく法律相談業務に要する報酬その他の経費は支

弁しないものとする。  

 

 （平時における準備）  

第７条 甲と乙は、この協定が想定する事態に備え、平時において、情報交換や相談

窓口の連絡先等の提供に努めるものとする。  

 

 （連絡責任者）  

第８条 甲及び乙は、この協定に基づく法律相談業務に関する連絡責任者を選定し、

相互に通知するものとし、変更があった場合も同様とする。  

 

 （疑義の解決）  

第９条 この協定に定めのない事項及びこの協定に関して疑義が生じたときは、その

都度甲乙協議して解決するものとする。  

 

 （有効期間）  

第 10 条 この協定の有効期間は、協定締結日から１年間とする。ただし、有効期間満

了の３０日前までに、甲又は乙から文書により相手方に対して異議の申し出がない

ときは、更に１年間更新されるものとし、以後もまた同様とする。  

 

  この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印のうえ、各自そ

の１通を保有する。  

 

平成３０年３月１４日  

 

 

        甲 愛媛県松山市一番町４丁目４－２  

          愛媛県  

          知 事  中 村  時 広  

 

 

 

        乙 愛媛県松山市三番町４丁目８－８  愛媛弁護士会館  

          愛媛弁護士会  

          会 長  髙 橋  直 人  

 



大規模災害時における公共建築物の空調衛生設備の応急対策業務 

に関する協定書 

 

愛媛県（以下「甲」という。）と一般社団法人愛媛県空調衛生設備業協会（以下「乙」と

いう。）は、大規模な地震・風水害等（以下「大規模災害」という。）が発生した場合の空

調衛生設備の応急対策に関する業務（以下「応急対策業務」という。）の実施に関し、次の

とおり協定を締結する。 

 

（趣旨） 

第１条 この協定は、甲の管理する建築物（以下「公共建築物」という。）における大規模

災害時の応急対策業務の実施に関し、甲が乙に対して協力を求めるときの必要な事項を

定めるものとする。 

  ただし、甲乙の協議により、市町が管理する建築物を対象とすることは妨げないもの

とする。 

 

（協力要請） 

第２条 甲は、大規模災害発生時に、応急対策業務を実施する必要があると認めたときは、

乙に協力を要請することができるものとする。 

２ 前項の要請があった場合、乙は、特別の理由がない限り協力するものとする。 

３ 要請は文書で行うものとする。ただし、緊急を要する場合は口頭により要請し、その

後速やかに文書により行うものとする。 

 

（応急対策業務） 

第３条 甲が乙に対し協力を要請する応急対策業務は、次のとおりとする。 

 (1) 公共建築物の設備の被害情報の収集及び甲に対する報告 

 (2) 設備の破損に対する応急修繕、点検 

  (3) 応急復旧に係る調査及び設計 

  (4) 応急対策に必要な資材及び機材の提供 

 (5) その他甲が必要とする業務 

 

（応急対策業務の指示） 

第４条 応急対策業務を施工する者（以下「応急業務施工者」という。）は、甲の指示を受

けて業務を行うものとする。 

  ただし、必要な場合は、応急業務施工者の自主的判断により実施することができるも

のとする。 

 

（応急対策業務の報告） 

第５条 応急業務施工者が応急対策業務を実施したときは、当該業務の完了後速やかに業

務内容等を記載した報告書を甲に提出するものとする。 

 

（費用の負担） 

第６条 第３条に規定する応急対策業務の実施に要した費用のうち、第２号から第５号に

12-28



係るものについては原則甲が負担するものとし、第１号に係るものについて甲は負担し

ないものとする。 

 

（補償） 

第７条 第２条の規定により、応急対策業務に従事した者が、負傷し、疾病にかかり、又

は死亡した場合の補償は、「労働者災害補償保険法（昭和22年法律第50号）」の適用が

ない場合には、次に掲げる場合を除き、「災害に伴う応急措置の業務に従事した者に対す

る損害補償に関する条例（昭和38年愛媛県条例第27号）」を適用する。この場合におい

て、同条例中「従事命令」とあるのは「協力要請」と読み替えるものとする。 

(1) 当該従事者の故意又は重大な過失による場合 

(2) 当該負傷、疾病又は死亡が、第三者の行為による場合 

(3) その他応急対策業務の実施に起因しない負傷など、補償することが適当でない場合 

２ 第３条に規定する応急対策業務の実施に伴い、第三者に損害を及ぼした場合又は応急

業務施工者の資機材等に損害が生じた場合は、応急業務施工者はその事実の発生後遅滞

なくその状況を書面により甲に報告し、その処置について双方協議するものとする。 

 

（有効期間） 

第８条 この協定は、協定契約締結の日からその効力を有するものとし、甲乙いずれから

も文書による終了の意思表示がない限り、その効力を継続する。 

 

（協議） 

第９条 この協定に定めのない事項及びこの協定に関して疑義が生じたときは、その都度

甲乙協議して定めるものとする。 

 

この協定の成立を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印のうえ、各１通を保有

するものとする。 

 

令和元年１２月１２日 

 

 

    愛媛県松山市一番町四丁目４番地２ 

 甲  愛 媛 県 

 知  事   中  村   時  広 

 

 

    愛媛県松山市宮田町１８８番地８ 

 乙  一般社団法人愛媛県空調衛生設備業協会 

       会  長   土  居   仁 



災害時における協力体制に関する協定書 

 

愛媛県(以下「甲」という。)、社会福祉法人愛媛県社会福祉協議会(以下「乙」という。)及び公益社団

法人日本青年会議所四国地区愛媛ブロック協議会(以下「丙」という。)は、災害時における協力体制に関

し、次のとおり協定を締結する。 

 

(趣旨) 

第１条 本協定は、甲、乙及び丙が、愛媛県内における災害時において、効果的な災害ボランティア活動

支援等を行うため、相互に連携・協力する際に必要な事項を定めるものとする。 

 

(協力要請) 

第２条 甲及び乙は、災害時において、次条に掲げる支援の必要があるときは、丙に対し、協力を要請す

ることができる。 

２ 丙は、前項の規定による甲及び乙からの要請にできる限り応じるよう努めるものとする。 

 

(支援の内容) 

第３条 甲及び乙が丙に協力を要請する支援の内容は、次のとおりとする。 

(１) 被災市町の社会福祉協議会等が設置する災害ボランティアセンターの活動に対する人的・物的支  

  援 

(２) 乙が行う被災市町の災害ボランティアセンターの後方支援活動に対する人的・物的支援 

(３) 甲及び乙並びに被災市町が設置する災害救援ボランティア支援本部の活動に対する人的・物的支

援（情報共有会議への参画を含む。） 

(４) 災害ボランティア活動のための資機材等の調達、仕分け及び搬送 

(５) 被災状況や災害ボランティア活動支援に関する情報等の収集及び提供又は発信 

(６) 甲が実施する被災市町の被災者支援活動に対する後方支援に係る人的・物的支援（避難所等への

支援物資の提供等を含む。） 

(７) 前各号に掲げるもののほか、甲、乙及び丙が必要と認めた活動 

 

 (協力体制の整備) 

第４条 丙は、前条の支援を円滑かつ実効的に行うため、平常時から次の事項に努めるものとする。 

(１) 青年会議所の全国ネットワーク等を活用した円滑で迅速な被災地支援体制の整備 

(２) 各青年会議所の会員又は関係機関の従業員等の消防団、自主防災組織への加入促進 

(３) 災害時等に備えた各青年会議所の会員間の緊急連絡体制の整備 

(４) 各青年会議所の会員及び関係機関に対する本協定の普及及び啓発 

 

 (情報の提供) 

第５条 甲及び乙は、被災地支援活動に必要な情報を丙に提供するものとする。 

12-29 （保健福祉課） 



 (情報の交換等) 

第６条 甲、乙及び丙は、災害時における活動が円滑に遂行できるよう、平常時から必要に応じて情報の

交換、会議、研修等の開催を行うものとする。 

 

 (経費の負担) 

第７条 本協定により丙が実施する活動に係る費用は、原則として丙の負担とする。ただし、活動に係る

費用が特段必要な場合には、丙の要望により、甲、乙及び丙間で費用割合について誠実に協議するものと

する。 

  

(連絡責任者) 

第８条 甲、乙及び丙は、災害時において、本協定が円滑に活用されるよう、連絡責任者を定め、連絡先

を相手方に連絡するものとするとし、これに変更があった場合、速やかに相手方に連絡するものとする。 

 

 (協議) 

第９条 本協定の実施に関し疑義が生じた事項又は本協定に定めのない事項については、その都度甲、乙

及び丙が協議の上、これを定めるものとする。 

 

 (有効期間) 

第１０条 本協定の有効期間は、協定締結の日から１年間とする。ただし、この期間が満了する３０日前

までに甲、乙及び丙いずれからも特段の意思表示がないときは、更に１年間延長されるものとし、以後も

同様とする。 

 

 この協定の締結を証するため、本書３通を作成し、甲、乙及び丙それぞれが署名押印のうえ、各自１通

を保有するものとする。 

 

 

 令和３年１２月２７日 

 

          甲 愛媛県松山市一番町四丁目４番地２ 

                  愛媛県知事       中村 時広 

 

 

          乙 愛媛県松山市持田町三丁目８番１５号 

            社会福祉法人愛媛県社会福祉協議会 

                  会長          河田 正道 

 

 

          丙 愛媛県松山市大手町二丁目５の７ 松山商工会館 

            公益社団法人日本青年会議所 

四国地区 愛媛ブロック協議会 

                  会長          野口 和範 
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